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な手段」61として取り上げられるのは、TFHS と GGP であり、国際協力機構（JICA）の
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第 3 節 章構成 
本論の構成は、序章、第 1 章から第 5 章、終章（全 7 章）からなる。 
第 1 章では、「人間の安全保障」概念登場の背景を、安全保障と開発援助それぞれの
                                                                                                                                                            
望を求めて』国際開発高等教育機構（FACID）国際開発研究センター、2006 年 3 月。牧野耕司「JICA の貧困削減
援助へのインプリケーション」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年など。  























る。第 1 節では、人間の安全保障基金（TFHS）、第 2 節では、草の根・人間の安全保障
無償資金協力（GGP）、そして、第 3 節では、JICA による取り組みに焦点を当て、それ
ぞれの援助の概要と実績について、統計的なデータを用いて分析する。このような考察を
通じて、日本の人間の安全保障概念をより実態的に捉える。 
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あった。第二次大戦末期の 1944 年 7 月、連合国 44 カ国の代表がアメリカに集まり、戦後
の世界経済の運営に関する会議が開かれた。そこでは、戦後復興と途上国の開発、国際通
貨秩序の管理体制が検討され151、その結果、通称世界銀行と呼ばれる国際復興開発銀行
（IBRD: International Bank for Reconstruction and Development）と152、国際通貨基金
（IMF: International Monetary Fund）の創設が決定された。この世界銀行と IMF を二
本柱とする戦後の国際経済体制は、開催地にちなんで「ブレトン・ウッズ体制」と呼ばれ、
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ルーマン・ドクトリン」を打ち出した155。そして、1948 年から約 3 年間にわたる、ヨー
ロッパの戦後復興のための大規模な経済援助の実施を決断した。それが、今日まで続く開
発援助の原点として位置づけられる「マーシャル・プラン（Marshall Plan）」である156。 
同プランは、1947 年 6 月、マーシャル国務長官によって、ハーバード大学での記念
講演の際に発表された。その援助総額は約 103 億ドルにのぼり、当時のアメリカの GNP
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おける大きな力として台頭してくるようになる。そして、1955 年 4 月にはインドネシア
のバンドンにおいて、アジア、アフリカ、アラブから 29 カ国の代表が参加して「アジア・
アフリカ会議」が開催され、通称「バンドン 10 原則」として知られる「世界平和と協力















2. 1960 年代 
1960 年代における開発援助の展開は、アメリカのケネディ大統領のイニシアティブに
よって幕を開ける。すなわち、1961 年の国連総会に出席したケネディは、演説の中で、国
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アメリカでは、ケネディの演説を反映する形で、1961 年に「対外援助法（U.S. Foreign 
Assistance Act）」が制定されるとともに、その実施を担当する機関として、アメリカ国際
開発庁（USAID: US Agency for International Development）が設立された。また、1960
年 に は フ ラ ン ス の 経 済 協 力 中 央 金 庫 （ CCCE: Caisse Centrale de Coopération 
Economique）、 1961 年には日本の海外経済協力基金（ OECF: Overseas Economic 





1960 年に経済協力開発機構（OECD: Organization for Economic Cooperation and 
Development）として改組された。合わせてこの OECD の中には、国際的な途上国への援
助機構として、開発援助グループ（DAG: Development Assistance Group）が設置され、
1961 年に、開発援助委員会（DAC: Development Assistance Committee）へと改称され
た。当初 10 カ国の加盟国から出発した DAC は、途上国援助の拡充とその効果の増大を目
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年に、途上国の輸出拡大を目的とする国連貿易開発会議（UNCTAD: United Nations 
Conference for Trade and Development）が開催された。続いて 1966 年には、途上国の
開発を担う主要機関として国連開発計画（ UNDP: United Nations Development 
Programme）が、1967 年には、途上国の工業化促進を目的とする国連工業開発機関
（UNIDO: United Nations Industrial Development Organization）が設立された。こう
してこの 1960 年代には、国際的な援助体制の構築が活発に行なわれていったのである。 
 
3. 1970 年代 
1970 年 9 月に開催された国連総会では、1960 年代の「国連開発の 10 年」を総括し、
次の 10 年を「第二次国連開発の 10 年」とする決議が採択された。これは、レスター・ピ
アソン（Lester Pearson）を委員長とする国際開発委員会が、1969 年に作成した報告書『開
発におけるパートナーシップ（Partnership in Development: Report of the Commission 
on International Development）』と、ヤン・ティンバーゲン（Jan Tinbergen）が委員長
を務める国連開発計画委員会が、1970 年に発表した報告書『開発の加速化を求めて－「第
二次国連開発の 10 年」のためのガイドラインおよび提案（Towards Accelerated 
Development: Proposals for the Second United Nations Development Decade）』の内容
を反映させたものである174。 
この決議では、「第一次国連開発の 10 年」に続いて再び、経済成長率に関する指標等
が打ち出されるとともに、先進国の ODA が GNP の 0.7％となるように定められた。途上
国援助の主要な手段である ODA に対して、具体的な国際目標を初めて導入したことが、






もなった。そこから、1974 年に開催された第 6 回国連特別総会における、「新国際経済秩





174 これらの報告書およびこの点については、西垣他、前掲、106－108 ページ。  
175 佐藤秀雄、前掲、34 ページ。  
176 石油危機についてはたとえば、川田・大畠、前掲、434－435 ページ（「石油危機」の項）などを参照。  
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4. 1980 年代 
「第二次国連開発の 10 年」では、先進国の ODA が GNP の 0.7％となるように定め
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た、「国連人間環境会議（United Nations Conference on the Human Environment）」は、
環境問題についての世界で初めての大規模な国際会議であった195。ここでは、「人間環境
宣言（Declaration on the Human Environment）」が採択され、それを踏まえて、同年末
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（United Nations Conference on Environment and Development）」、2002 年には南アフ









（Sub-Saharan Africa: From Crisis to Sustainable Growth）』を発表し、この中で次のよ
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年の報告書『21 世紀はどうなるか（Entering the 21st Century）』において、開発には経
済的側面と非経済的側面を合わせた包括的アプローチが必要であることを認識し210、実際
に同年にはジェームズ・ウォルフェンソン（James Wolfenson）総裁が、新たに「包括的
開発フレームワーク（CDF: Comprehensive Development Framework）」を提案した211。
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216 佐藤秀雄、前掲、61 ページ。  
217
 ハク、前掲、 iii-vi ページ。  
218 ハク、前掲、 iv ページ。UNDP 東京事務所『人間開発ってなに？』、2005 年 9 月、5 ページ。  
219 ハク、前掲、19－25 ページ。  











「人間開発指標（HDI : Human Development Index）」であった。この HDI によって、
人間開発の進展状況を、少なくとも客観的に捉えることが可能になったのである223。 










その後、人間開発を掲げた国連による開発への取り組みは、2000 年 9 月の国連ミレ




た、2003 年には、この MDGs と先述した世界銀行による PRSP との関係について、国連
                                                  
221
 阪本公美子「人間開発と社会開発」前掲『社会開発』、116 ページ。  
222 ハク、前掲、28 ページ。  
223
 HDIに関しては、第 2 章第 1 節で詳述する。  
224 大野、前掲、163 ページ。  
225 この点についてはたとえば、稲田十一編『紛争と復興支援－平和構築に向けた国際社会の対応』有斐閣、2004
年。高橋一生「紛争と開発」『国際開発の課題  2000』国際開発高等教育機構国際開発研究センター、2000 年など。 
226 UNDP の「人間の安全保障」については、第 2 章第 1 節参照。  
227 MDGs については、国連ホームページ（UN Millennium Development Goals）
http://www.un.org/millenniumgoals/index.html  UNDP 東京事務所『ミレニアム開発目標』、2006 年 10 月、2 ペ


















                                                  
228 Relationship between MDGs and PRSP - Joint letter signed by the Managing Director of the World Bank and 
the Chair of UNDG, Washington-New York, May 5, 2003 
http://www.undp.org/execbrd/pdf/Joint%20UNDG%20WB%20letter%20on%20MDGs%20and%20PRSPs.pdf  
229 この点についてはたとえば、稲田十一「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義と限界」『国際問題』
第 530 号、2004 年 3 月、36－39 ページ。  
230
 UNDP『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、 iv ページ。  
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第 1 節 国連開発計画（UNDP）による「人間の安全保障」概念 











（Mahbub ul Haq）によれば、彼は 1989 年の春に、当時 UNDP の総裁であったウィリア






（Amartya Sen）、ハンス・シンガ （ーHans Singer）、ポール・ストリーテン（Paul Streeten）





間開発」の視点から分析し、新たな問題提起を行なっている。第 1 号となる 1990 年のテ
                                                  
231  佐藤秀雄「UNDP『人間開発報告書』に見る平和と開発の新たなパラダイム―人間開発論と人間の安全保障」『外
務省調査月報』外務省国際情報調査室、1996 年 4 月、25 ページ。なお、日本語版の刊行は 1994 年版から。  
232  マブーブル・ハク（佐藤秀雄他訳）『人間開発戦略―共生への挑戦―』日本評論社、1997 年、30－31 ページ。 
233 UNDP『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、v ページ。インジによる書評として、Inge Kaul, “Review 
Essays: A Bargain for Humanity: Global Security by 2000,” Journal of Society of International Development, 
no.3(1993), pp.81-82 
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次に、「人間開発の財政（Financing Human Development）」と題する 1991 年版では、
人間開発には自由の享受が重要であるとの認識から、「人間の自由度指標（Human 
Freedom Index）」の作成を試みた236。続いて 1992 年は、「人間開発の地球的側面（Global 
Dimensions of Human Development）」というテーマを掲げ、世界の最富裕層の 20％の所
得は、最貧層の 20％の 150 倍に達していること等を指摘し、その原因の分析を行なった237。 


















                                                  
234 UNDP, Human Development Report 1990, New York: Oxford University Press, 1990 
235 HDI については、後述する。  
236 UNDP, Human Development Report 1991, New York: Oxford University Press, 1991 ただし、この HFI につ
いては各国からの強い反発に遭い、定着するには至らなかった。ハク、前掲、80－83 ページ。  
237 UNDP, Human Development Report 1992, New York: Oxford University Press, 1992 
238 UNDP, Human Development Report 1993, New York: Oxford University Press, 1993 特に pp. 2-3 を参照。  
239 Edward Laurence and Herbert Wulf, “United Nations Register of Conventional Armaments 1992,” 
Background paper for Human Development Report 1994, 1993; Herbert Wulf, “Disarmament as a Chance for 
Human Development: Is there a Peace Dividend?” Paper prepared for the United Nations Development 
Programme (UNDP), Human Development Report 1992, September 1991 
http://hdr.undp.org/docs/publications/ocational_papers/oc5.htm 
240 前掲『人間開発報告書 1994』、iv ページ。栗栖薫子「近年における安全保障概念の多義化と人間の安全保障」九





2. UNDP の「人間の安全保障」概念の概要 
UNDP の報告書によれば、「人間の安全保障」概念を構成する大きな要素は、「恐怖か






















                                                  
241 以下、特に断りがある場合を除き、『人間開発報告書』、あるいは「報告書」との表記は、『人間開発報告書 1994』
を指す。また、UNDP の「人間の安全保障」概念をまとめるにあたっては、次を参考にした。宮脇昇「冷戦後の安
全保障概念の多元化」日本学術協力財団編『冷戦後のアジアの安全保障』、1997 年。  
242 前掲『人間開発報告書 1994』、24 ページ。  
243 「四つの自由」とは、「言論の自由」「信教の自由」「欠乏からの自由」「恐怖からの自由」を指す。ルーズヴェル
ト大統領が、1941 年 1 月 6 日、アメリカ議会への年頭教書の中で述べた。Franklin Delano Roosevelt, Annual 
Message to Congress, January 6, 1941, http://www.presidency.ucsb.edu/ws/index.php?pid=16092 秋元英一・菅
英輝『アメリカ 20 世紀史』東京大学出版会、2003 年、148－149 ページ。ハンス・J・モーゲンソー（現代平和研
究会訳）『国際政治』福村出版、1991 年、16 ページなど。なお、この点については第 3 章第 1 節において、詳しく
論じる。  
244 日本語訳は、『人間開発報告書 1994』、24 ページからの再引用。原典は、Department of State. 1945. Report to 
the President on the results of the San Francisco Conference by the Secretary of State. Publication 2343. June 
26. Washington, D.C. 
245 『人間開発報告書 1994』、24 ページ。  






























                                                  
247  同前、34 ページ。  
248 この点についてはたとえば、宮坂直史「9・11 後の国際テロリズムとテロ対策」五味俊樹・滝田賢治共編『9・
11 以後のアメリカと世界』南窓社、2004 年など。  
249 ハク、前掲、47 ページ。  
250 経済的安全保障については、以下の文献も参考にした。納家政嗣「経済安全保障論の意義とその展開」納家政嗣・
竹田いさみ編『新安全保障論の構図』勁草書房、1999 年、82－114 ページ。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞
典（改訂版）』東京書籍、2003 年、185 ページ（「経済安全保障」の項）。  


































                                                  
252 『人間開発報告書』に紹介されている「特定国における食糧の安全保障指数」は、この点をデータ化して示した
ものである。これは、1 人当たりの食糧生産指数、食糧輸入依存率指数などから構成されており、それによれば、
80 年代よりも 90 年代の方が、全般的に食糧の安全保障が悪化していることがわかる。同前、27 ページ。なお、食
糧安全保障の概念については、次も参照。石坂美奈子「『移動する人々』の安全保障」望月克哉編『人間の安全保障
の射程』アジア経済研究所、2006 年、196－199 ページ。  
253 同前、28 ページ。  
254 アメリカ政府は 2000 年に、「エイズ」を公式に「国家安全保障上の脅威」として位置付けている。Barton Gellman, 
“AIDS Is Declared Threat to Security,” Washington Post, April 30, 2000, P. A01. 
255 『人間開発報告書 1994』、4 ページ。  
256 なお、環境の安全保障については、以下も参照。T. F. Homer-Dixon, “Environmental Scarcities and Violent 
Conflict: Evidence from Cases,” International Security, Vol. 19, No. 1, Summer 1994, pp. 5-40. 山田高敬「環境
安全保障と国際政治」前掲『新安全保障論の構図』、115―148 ページ。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典（改
訂版）』東京書籍、2003 年、170 ページ（「環境難民」の項）参照。  






























保障の中でも「最重要事項（the most important aspects）」とされている260。報告書では、
各国がどれだけ市民的自由を国民に保障しているかということは、重要な問題とされてい
                                                  
258 この点については、饗場和彦「人間の安全保障論と人道的介入―ルワンダのジェノサイドを事例に方法論的な観
点から」『国際安全保障』第 30 巻第 3 号（2002 年 12 月）、49 ページ。また、この個人の安全保障が、後にカナダ
が「恐怖からの自由」の側面を重視していく一つの論拠となる。この点については、本論第 5 章参照。  
259 『人間開発報告書 1994』、31 ページ。  
260 『人間開発報告書 1994』、32 ページ。UNDP, Human Development Report 1994, New York: Oxford University 








































                                                  
261 『人間開発報告書 1994』、32－33 ページ。  






























1998 年に日本が国連に「人間の安全保障基金」を設置した時、この UNDP の提言と
の関連性は明言されなかったが、結果として、この構想を実現したことになった266。ただ
し、予算の規模に関しては、UNDP の構想では、6 年間で 1 兆 5000 億ドルの基金を想定
していたが、日本による「人間の安全保障基金」は、これまで 7 年間の累計で、約 2 億 8000
万ドルの予算となっている。 
                                                  
263 『人間開発報告書 1994』、38―39、44―46 ページ。  
264 『人間開発報告書 1994』、47 ページ。  
265 『人間開発報告書 1994』、9－10 ページおよび 68－69 ページ  
266 「人間の安全保障基金」については、本論第 4 章参照。  
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3. 『人間開発報告書 1994』発表後の展開 
（1）国際社会の反応 
国連にとって 1994 年版の『人間開発報告書』はもともと、1995 年に開催された「世
界社会開発サミット（World Summit for Social Development）」に向けての提言としての
                                                  
267 「人間開発の基本的な条件としては、初等教育や公衆衛生などの社会福祉事業、そして人間らしい生活水準を保
つために必要な資産、つまり土地や信用借入などが公平に入手できることが含まれる」。『人間開発報告書 1994』、
77 ページ。  
268 『人間開発報告書 1994』、90 ページ。HDI については、西川潤『人間のための経済学』岩波書店、2000 年、295
ページ。猪口孝他編『国際政治事典』弘文堂、2005 年、767－768 ページ（「人間開発」の項）など多数。  
269 HDI の計算方法は、①「寿命」：平均余命、②「知識」：成人識字率×2＋平均就学年数、③「生活水準」：各国の
生活費によって調整された、1 人あたりの実質 GDP に基づく購買力、の 3 つをもとに計算する。HDI は、0 から 1
までの数字として示され、より 1 に近いほうが、「人間開発」が進んでいることを表す。より有用性を高めるため、



















結果、2000 年の国連ミレニアム・サミットにおける事務総長報告書『われら人民（We the 




                                                  
270 『人間開発報告書 1994』、1－12 ページ。国際連合広報センター『1995 年世界社会開発サミット』、1994 年 12
月、66－67 ページ。以下、「社会サミット」と略す。  
271 たとえば、西川潤編『社会開発―経済成長から人間中心型開発へ』有斐閣、1997 年、xi ページ。  
272 国際連合広報センター『コペンハーゲン宣言及び行動計画 世界社会開発サミット』、1998 年 11 月、
http://www.unic.or.jp/centre/pdf/summit.pdf#search='%E4%B8%96%E7%95%8C%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E
9%96%8B%E7%99%BA%E3%82%B5%E3%83%9F%E3%83%83%E3%83%88'  
273 Department of Foreign Affairs and International Trade, Human Security: Safety For People In A Changing 
World, Ottawa: DFAIT, 1999 http://www.humansecurity.gc.ca/safety_changingworld-en.asp 
274 「人間の安全保障ネットワーク」については、本論第 5 章参照。他に次も参照。Shahrbanou Tadjbakhsh and 
Anuradha M. Chenoy, Human Security: Concepts And Implications, New York: Routledge, 2007, pp.23-24; 
Sabina Alkire, “Concepts of Human Security,” Lincoln Chen, Sakiko Fukuda-Parr and Ellen Seidensticker, eds., 
Human Insecurity in a Global World, Cambridge: Harvard University Press, 2003, pp.30-31; Sverre Lodgaard, 
“Human Security: Concept and Operationalization,” paper to the Expert Seminar on Human Rights and Peace, 
Geneva, December 2000 
275 日本は当初、人道的介入を積極的に容認する「人間の安全保障ネットワーク」には加わらなかった。この点につ
いては、佐藤行雄「国連活動とヒューマン・セキュリティー」『同志社大学ヒューマン・セキュリティー研究センタ
ー年報』第 1 巻（2004 年 4 月）、17－18 ページ。  
276 Report of the Secretary-General, We the peoples: The Role of the United Nations in the 21st Century, 2000 
http://www.un.org/millennium/sg/report/full.htm この点については、大芝亮「国際機構と人間の安全保障」高柳































数は、1995 年 0 本、1996 年 3 本、1997 年 5 本、1998 年 13 本、1999 年 21 本、2000 年





                                                                                                                                                            
佐藤行雄「日本の国連外交と人間の安全保障」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月、3 ページ。  
277 Jorge Nef, Human Security and Mutual Vulnerability: The Global Political Economy of Development and 
Underdevelopment, 2d ed., Ottawa: International Department Research Centre, 1999, p.25 
278 Laura Reed and Majid Tehranian, “Evolving Security Regime,” in Tehranian ed., Worlds Apart: Human 
Security and Global Governance, London: I.B. Tauris, 1999, pp.39 and 47 
279 Caroline Thomas, “Introduction,” Caroline Thomas and Peter Wilkin, eds., Globalization, Human Security 
and the African Experience, Boulder: Lynne Rinner, 1999, p.3 
280 国立国会図書館データベース（NDL-OPAC）  http://opac.ndl.go.jp/  
281 2001 年以降、現在（2007 年 6 月）までのデータは、2001 年 41 本、2002 年 47 本、2003 年 46 本、2004 年 41

























                                                  
282 日本外交における導入の経緯と今日までの取り組みについては、本論第 3 章参照。  
283 特に武者小路と栗栖は、1999 年までに既に、それぞれ 8 本、4 本の論文を発表した。1999 年までのそれら 3 人
の研究は、以下の通り。武者小路公秀「アジア太平洋の安全保障と日本―『人間の安全保障』観の確立を求めて―」
『軍縮問題資料』第 191 号、1996 年。同「国連危機・人間安全保障・NGO―国際市民社会は国連の生き残りを保
証できるか」『軍縮問題資料』第 196 号。同「人間の安全保障を求めて」『論座』、1997 年 9－10 月号。同「グロー
バル化での開発と安全政策」『軍縮問題資料』第 210 号、1998 年。同「人間の安全保障と認識共同体間の対話」『創
大平和研究』（第 19 巻）創価大学平和問題研究所、1998 年。同「『ヒューマン・セキュリティ』の可能性をさぐる」
『PRIME』第 9 号、1998 年。同「人間安全保障と平和博物館の役割」『戦争と平和』第 8 号、1999 年。同「脱軍
事化の安全保障 --新世紀へ向けての安全保障 --覇権主義安全保障から人間安全保障へ」『軍縮問題資料』第 220 号、
1999 年。栗栖、前掲「近年における安全保障概念の多義化と人間の安全保障」、1998 年。同「人間の安全保障」『国
際政治』第 117 号、1998 年。同「人間の安全保障―国家偏重の安全保障から脱却」『改革者』（第 468 巻）政策研究
フォーラム、1999 年。同「冷戦後世界における人間の安全保障」『Human security』第 4 号、1999 年。宮脇、前
掲「冷戦後の安全保障概念の多元化」、1997 年。  
284 ここでの議論は、佐藤行雄、前掲「日本の国連外交と人間の安全保障」を基にしている。  
285 佐藤行雄、前掲、5－6 ページ。  
286 国連総会第二委員会での佐藤行雄大使演説（1999 年 10 月 6 日） GA/EF/2858 (Second Committee Hears Calls 
for Stabilization of International Financial System, Focus On Developmental Dimension of Finance) 
http://www.un.org/News/Press/docs/1999/19991006.gaef2858.doc.html  
287 国際会議「アジアの明日を創る知的対話」での小渕総理大臣冒頭演説（1998 年 12 月 2 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1202.html  





そこで、日本は、UNDP が 1994 年に提唱して以来、様々に論じられてきた人間の安
全保障概念を集約し、国際社会にこの概念についての共通理解を作り出すことを目的とし
て、新たに「人間の安全保障委員会（Commission on Human Security）」の設立を、この
ミレニアム・サミットで提案したのである290。 
次節では、同委員会について詳しく取り上げることにする。 
                                                  
289 佐藤行雄、前掲、10 ページ。  
290 国連ミレニアム・サミットでの森総理演説 (2000 年 9 月 7 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/12/ems_0907.html 
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第 2 節 人間の安全保障委員会（CHS）による「人間の安全保障」概念 
1. CHS 設立と最終報告書『安全保障の今日的課題』発表までの経緯 


























である。こうして CHS は、UNDP が 1994 年に提唱して以来、様々に論じられてきた「人
間の安全保障」を、国際社会の直面する諸問題の解決へ向けて、有効な概念へ発展させる
                                                  
291 Report of the Secretary-General, We the peoples: The Role of the United Nations in the 21st Century, 2000 
http://www.un.org/millennium/sg/report/full.htm この点については、大芝亮「国際機構と人間の安全保障」高柳
彰夫・ロニーアレキサンダー編『グローバル時代の平和学』第 4 巻、法律文化社、2004 年、294 ページ。  
292 国連ミレニアム・サミットでの森総理演説 (2000 年 9 月 7 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/12/ems_0907.html 
293 同基金については、第 4 章で詳しく述べる。  
294 「人間の安全保障委員会」設置の際に発表されたプレスリリース（2001 年 1 月 24 日）





具体的には、2001 年の発足から 2003 年の最終報告書完成までの 2 年間に、CHS は 5
回にわたる公式会合と様々なアウトリーチ活動を行なった296。まず、2001 年 6 月にアメ
リカのニューヨークで開催された第 1 回の会合では、緒方、センの両共同議長以外に、ラ
クダール・ブラヒミ（Lakhdar Brahimi）アフガニスタン問題担当国連事務総長特別代表



















                                                  
296 以下、CHS の会合についての記述は、CHS ホームページ（「委員会会合記録」）に基づいている。
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/index.html  




メリカ保健社会福祉長官、ピーター・サザランド（Peter Sutherland）元 GATT 事務局長、アルベール・テヴォエ
ジレ（Albert Tevoedjre）元 ILO 事務局次長、カール・タム（Carl Tham）駐独スウェーデン大使。委員の詳細に
ついては、CHS のホームページ（「委員紹介」）参照。http://www.humansecurity-chs.org/about/profile/j-index.html 
なお、第 1 回会合には、ピーター・サザランドが欠席した。同ホームページ（「第 1 回会合出席者」）参照。
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/first/j-annex2.html  
298 Sadako Ogata (supported by Kazuo TASE, Edward Newman and Megumi Nakamura), Overview for the 
Commission on Human Security, Commission on Human Security, CHS ホームページ
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/first/overview.html  
299 Report on the First Meeting of the Commission on Human Security, Whitney Greentree Estate, New York, 
8-10 June 2001, CHS ホームページ  http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/first/report.html  


































                                                  
302 Report on the Second Meeting of the Commission on Human Security, Takanawa Prince Hotel, Tokyo, Japan, 
16-17 December 2001, CHS ホームページ
http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/second/index.html 以下、第 2 回会合についての記述は同
報告に基づいている。  
303 Sabina Alkire, Conceptual Framework for Human Security, 16 February, 2002, CHS ホームページ  
http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/frame.html#3  
304 Report on the Third Meeting of the Commission on Human Security, Haga Castle, Stockholm, 9-10 June 
2002, CHS ホームページ  http://www.humansecurity-chs.org/activities/meetings/third/index.html 以下、第 3 回
会合についても同報告に基づく。  










続く第 4 回と第 5 回会合については、詳しい報告は公開されていないが、そのいずれ
も第 2 回と同様に、会合に合わせてシンポジウムが開催されているため、そこでの議論に
基づいて両会合を簡潔に概観する。 












いった課題が議論された312。後に詳しく述べるとおり、これらは翌 2003 年 2 月に発表さ
れた最終報告書において、中心的に言及されている問題でもある。このことから、CHS に
よる報告書は、この時期に完成までの最終段階に入っていたことがうかがわれる。 
CHS の公式会合としては最後となる第 5 回目の会合は、2003 年 2 月に東京で行なわ
れ、その翌日には、日本の外務省主催による国際シンポジウム「人間の安全保障：国際社
                                                  
306 Surichai Wun'gaeo, ed., Challenges to Human Security in a Borderless World, Chulalongkorn University, 
2003 http://www.csds.polsci.chula.ac.th/csds/wysiwyg7/uploads/files/Challenges_eng/HSChallengeFull.pdf  
307 人間の安全保障ネットワークについては、本論第 5 章第 1 節参照。また、同ネットワークに関するタイの取り組
みについては、タイ外務省ホームページ  http://www.mfa.go.th/web/23.php  
308 同省は外交機関ではなく、タイ国内における開発や社会福祉問題を担当する政府機関とされている。同省の取り
組みについてはたとえば、大臣による以下の国連演説を参照。Statement by H.E. Watana Muangsook, Minister of 
Social Development and Human Security, Head of the Delegation of Thailand, The Thirty-forth Session of the 
Committee, On the Elimination of Discrimination Against Women, United Nations, New York, January 20, 2006 
http://www.un.org/womenwatch/daw/cedaw/cedaw34/statements/CEDAWspeech.pdf#search='Minister%20of%2
0Social%20Development%20and%20Human%20Security'  なお、2006 年 9 月の軍部クーデター後、10 月に新た
な大臣が任命された。タイ政府ホームページ参照。  
http://www.thaigov.go.th/en/content/minister/n_paiboon-EN.htm  
309 Wun'gaeo, ibid., p.9 なお、このシンポジウムへの参加者は 700 人以上にのぼった。  
310 ibid., p.12 
311 ibid., p.25 















乏からの自由」を守るために設立された CHS は、こうして 5 回にわたる公式会合を経て、
2003 年 5 月、国連においてアナンに最終報告書『安全保障の今日的課題（Human Security 
Now）』を提出したのである314。 
ただし、CHS の約 2 年間の活動は、このような公式会合に限られたわけではない。人
間の安全保障は世界の全ての人々に関わる問題である以上、世界の多くの人々と接する必
要がある。そのような考えから、CHS は最終報告書の完成に至るまで、公式会合とは別に、
世界各地で 7 回のアウトリーチ活動を行なってきた315。たとえば、CHS 委員のソニア・
ピカード（Sonia Picado）米州人権機関議長は、2001 年 1 月にコスタリカのサン・ホセで
「人権と人間の安全保障」に関するワークショップを開催した316。また、2002 年 4 月に
は、CHS から緒方やブラヒミら 4 名が出席して、「移行期の中央アジアと人間の安全保障」
と題する円卓会議をトルクメニスタンのアシガバットで行なった317。さらに、アフリカで
は 2002 年 5 月にベナンのコトヌーにおいて、CHS のアルベール・テヴォエジレ（Albert 
Tevoedjre）元 ILO 事務局次長と、フレネ・ジンワラ（Frene Ginwala）南アフリカ下院
議長の出席の下、「アフリカにおける経済的安全と安定の欠如」とのテーマでシンポジウム




314 最終報告書の英語版については、CHS のホームページで全文が公開されている。Final Report of the 
Commission on Human Security, http://www.humansecurity-chs.org/finalreport/index.html なお、『安全保障の
今日的課題』は、最終報告書の日本語版タイトルである。これについては、人間の安全保障委員会『安全保障の今
日的課題』朝日新聞社、2003 年および出版記念シンポジウム「安全保障の今日的課題」参照。外務省ホームページ
（「安全保障の今日的課題」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/smp_021202g.html  
315 CHS ホームページ、Outreach Activities http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/index.html 人
間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』、271－283 ページ。  
316 CHS ホームページ、Workshop on Relationship Between Human Rights and Human Security, San Jose, Costa 
Rica, 2 December 2001 http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/sanjosedec.html  

















2. CHS の「人間の安全保障」概念の概要 
ここでは、CHS によってまとめられた最終報告書『安全保障の今日的課題（HSN: 
Human Security Now）』に基づき、CHS の「人間の安全保障」概念について概説してい
く。 
（1）第 1 章 いまこそ「人間の安全保障」 
HSN は全 8 章から成り、第 1 章の総論に続いて、第 2 章から第 4 章が紛争に結びつ
いた人間の安全保障の側面、つまり、CHS の会合では緒方が中心となって議論を進めてき
た分野を扱っている。次に、第 5 章から第 7 章が貧困に結びついた側面、すなわち、CHS
においてセンが議論の中心的役割を担ってきた課題に焦点を当て、最後の第 8 章が主に全
体を通じた政策提言となっている。紛争と貧困の統合的な分析を試みたこのような構成は、
既に述べてきたように、CHS 第 2 回、第 3 回会合での議論を反映したものであることがわ
かる。また、総論にあたる第 1 章と第 8 章を除いた各章はいずれも、最初に問題の所在、
次にそれに対する人間の安全保障の視点を取り入れた対策、最後に政策結論という形式で
まとめられている。 
まず冒頭の第 1 章において HSN は、人間の安全保障を「人間の生にとってかけがえ
                                                  
318 CHS ホームページ、”Symposium on Economic Insecurity in Africa,” Cotonou, Benin, 24-25 May 2002 
http://www.humansecurity-chs.org/activities/outreach/benin_announcement.html  
319 武者小路公秀他「『人間安全保障』についての公開書簡」『世界』岩波書店、2002 年 5 月号  
320 この書簡での議論をさらに発展させた武者小路の研究として、武者小路公秀「『人間安全保障』とグローバル覇
権の顔」『平和研究』第 27 号、2002 年 11 月。  
321 武者小路公秀「人間安全保障の研究と実践―国連人間安全保障委員会への公開状を中心として」中部高等学術研
究所共同研究会『「人間の安全保障」の研究と実践・「人間安全保障」の操作的定義をめざして』、2002 年、4 ページ。  
322 望月克哉「アフリカにおける人間の安全保障の射程」同編『人間の安全保障の射程』アジア経済研究所、2006






























また、HSN は、CHS 第 2 回会合でセンが行なった、人間の安全保障と類似の概念で
                                                  
323 前掲『安全保障の今日的課題』、11 ページ。  
324 同上。  
325 同上。  
326 ただし、「生活」の英訳語は、小渕演説では“daily life”であるのに対して、HSN では“ livelihood”となって
いる。小渕演説については、外務省ホームページ（Opening Remarks by Prime Minister Obuchi at An Intellectual 
Dialogue on Building Asia's Tomorrow, December 2, 1998）
http://www.mofa.go.jp/policy/culture/intellectual/asia9812.html  HSN については、Commission on Human 
Security, Human Security Now, 2003, p.4 http://www.humansecurity-chs.org/finalreport/English/chapter1.pdf  
327 前掲『安全保障の今日的課題』、13 ページ。  
328 同上。  


























このような第 1 章の総論を踏まえて続いて以下では、各章ごとの議論を概観していく。 
 
（2）第 2 章 暴力を伴う紛争下の人々 
暴力を伴う紛争下の人々に焦点を当てた第 2 章は、冒頭で、「国家間の戦争、内戦、
国境を越えるテロ活動は、人々の生存・生活・尊厳に対する大きな危険要因であり、『人間
                                                  
330 前掲『安全保障の今日的課題』、17 ページ。  
331 前掲『安全保障の今日的課題』、17 ページ。  
332 前掲『安全保障の今日的課題』、57 ページ。  
333 前掲『安全保障の今日的課題』、58 ページ。  
334 前掲『安全保障の今日的課題』、21 ページ  
335 同上。  
336 HSN に対する同様の見解として、中部高等学術研究所共同研究会『人間の安全保障委員会最終報告書について』、
2004 年、54－55 ページ。  












第 1 回会合での議論を踏まえた見解といえる。 
 
（3）第 3 章 移動する人々 










（4）第 4 章 暴力を伴う紛争からの回復 





                                                  
338 前掲『安全保障の今日的課題』、47 ページ。  
339 この点については、たとえば、栗栖薫子「人間安全保障『規範』の形成とグローバル・ガヴァナンス」『国際政
治』143 号、2005 年 11 月、84 ページ。  
340 前掲『安全保障の今日的課題』、52 ページ。なお、「介入と国家主権に関する国際委員会（ICISS）」については、
本論第 5 章参照。  























（5）第 5 章 経済的な安全と安定―さまざまな機会から選択する力 









（6）第 6 章 「人間の安全保障」のための保健衛生とその向上 




                                                  
343 前掲『安全保障の今日的課題』、109－110 ページ。  
344 前掲『安全保障の今日的課題』、114－126 ページ。  
345 前掲『安全保障の今日的課題』、137－138 ページ。  
346 また、かつて UNDP の『人間開発報告書』で提案された、紛争予防のための「早期警戒システム」への言及が
見られる。前掲『安全保障の今日的課題』、161 ページ。  





































と。第四に、相互に尊重しあうことを教えることである。前掲『安全保障の今日的課題』、218－229 ページ。  
350 前掲『安全保障の今日的課題』、220 ページ。  
351 本論第 1 章第 2 節参照。  
352 ①あらゆるレベルの安全保障機関が「人間の安全保障」を最優先事項とすること、②紛争を予防し、人権と開発
を推進すること、③人々や社会の保護と能力強化を通じ、「人間の安全保障」の文化を涵養すること、④民主主義の












マクリーン（Sandra J. Maclean）らによれば、HSN は、「恐怖からの自由」のみを重視
する立場に対して、人間の安全保障概念を幅広く捉えるべきことを明確に主張した354。ま












                                                  







ンティティの必要性を明確にする。前掲『安全保障の今日的課題』、248－264 ページ。  
354 Sandra Jean Maclean, et al. eds., A Decade of Human Security: Global Governance and New 
Multilateralisms, Burlington: Ashgatem 2006, p.3 
355 S. Neil MacFarlane and Yuen Foong Khong, Human Security and the UN: A Critical History, Bloomington: 
Indiana University Press, 2006, p.159 
356 Fen Osler Hampson and John B Hay, “Viva Vox Populi: Review Essay,” Global Governance, no.10, issue2, 
April/June 2004, p.248 
357 前掲『安全保障の今日的課題』、11 ページ。  
358 Ramesh Thakur, The United Nations, Peace And Security: From Colletctive Security To The Responsibility 
To Protect, Cambridge: Cambridge Unversity Press, 2006, pp.83-84; 他に HSN については、Lincoln Chen, 
Sakiko Fukuda-Parr and Ellen Seidensticker, eds. Human Insecurity in a Global World, Cambridge: Harvard 
University Press, 2003; Sabina Alkire, “A Vital Core that Must Be Treated with the Same Gravitas as 















2004 年 12 月には、国連の「ハイレベル委員会」が報告書『より安全な世界：我々の
共有する責任（A More Secure World: Our Shared responsibility）』を発表し、その中で
は「人間の安全保障」に対する言及が随所に見られる364。それを受けて、2005 年 3 月に、
アナン国連事務総長が発表した報告書『より大きな自由を求めて：全ての人々のための開
発、安全保障、および人権に向けて（In Larger Freedom: towards development, security 
and human rights for all）』でも、その第 4 章において、「人間の安全保障」が盛り込まれ
ている365。さらに、2005 年 9 月に開催された国連首脳会合では、その成果文書のパラグ
ラフ 143 に「人間の安全保障」が盛り込まれた366。かくして、国連の主要公式文書にはじ
めて「人間の安全保障」が明記され、今後、国際社会として取り組んでいくことが、各国
                                                  
359 この点については、Taylor Owen, “Human Security - Conflict, Critique and Consensus: Colloquium Remarks 
and a Proposal for a Threshold-Based Definition,” Security Dialogue, vol. 35, no. 3, September, 2004 
360 望月克哉「アフリカにおける人間の安全保障の射程」同編『人間の安全保障の射程』アジア経済研究所、2006
年、13 ページ。  
361 たとえば、Judith Large and Timothy D. Sisk, eds., Democracy, Conflict and Human Security : Pursuing 
Peace in the 21st Century, Stockholm: International IDEA, 2007; Marlies Glasius and Mary Kaldor, A Human 
Security Doctrine for Europe: Project, Principles, Practicalities, New York: Routledge, 2006; Maclean, et al. eds., 
ibid.; Shahrbanou Tadjbakhsh and Anuradha M. Chenoy, Human Security: Concepts And Implications, New 
York: Routledge, 2007 
362 G8 エビアン・サミット（概要）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/evian_paris03/g8shu_gh.html  
363 G8 エビアン・サミット議長総括（2003 年 6 月 3 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/evian_paris03/gsoukatu_z.html  
364 ハイレベル委員会の報告書については、Report of the High-level Panel on Threats, Challenges and Change, A 
More Secure World: Our Shared responsibility, 2004 http://www.un.org/secureworld/ 他に、次も参照。日本外務
省ホームページ (「ハイレベル委員会報告書～より安全な世界、我々が共有する責任～」 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/un_kaikaku/hl_hokokusho.html および（「『ハイレベル委員会』報告書につい
て」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/16/dmc_1201.html 外務省国連政策課『国連安全保障理事会改革』
2005 年 1 月  http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/pub/pamph/un_kaikaku.html  
365 事務総長報告書については、Report of the Secretary-General, In Larger Freedom: towards development, 
security and human rights for all, 2005 http://www.un.org/largerfreedom/index.html 他に、次も参照。日本外務
省ホームページ（「アナン国連事務総長報告の公表について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/17/dmc_0321.html  





また、CHS 自体の活動も、新たな形で継続している。2003 年 5 月の HSN 発表をも
って CHS がいったん解散された後、同年 9 月に、新たに「人間の安全保障諮問委員会
（ABHS: Advisory Board on Human Security）」が設立された367。これは、HSN の提言
を受けて、人間の安全保障の普及・促進活動と、本論第 4 章で詳述する「人間の安全保障
基金（TFHS）」の運用についての助言を目的とする組織である。ABHS には CHS のメン
バーであった緒方やブラヒミら 4 名の他に、新たに 5 名が加わった368。 
ABHS は、2003 年 9 月の発足から 2006 年 12 月までの間に 4 回の会合を開き、TFHS
の運用について、ガイドラインの作成等を行なっている。2006 年 10 月には、TFHS を通
じて世界 66 カ国で行なわれた 1999 年以降の援助活動をまとめ、『全ての人に人間の安全












また、同年 8 月、日本の ODA 政策の基本文書である ODA 大綱が、1992 年の策定以
                                                  
367 CHS ホームページ、http://www.humansecurity-chs.org/japanese/index.html   
368 TFHS の管理自体は、2004 年 9 月に国連事務局人道問題調整部（OCHA）内に設立された「人間の安全保障ユ
ニット（HSU: Human Security Unit）」が担当する。OCHA ホームページ、Advisory Board on Human Security 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?MenuID=12198&Page=1495 また、緒方、ブラヒミ以外の ABHS のメン
バーは、以下の通り。ソニア・ピカード（Sonia Picado）米州人権機関議長、スリン・ピスワン（Surin Pitsuwan）
元タイ外相（以上 CHS 委員）、アデバヨ・アデデジ（Adebayo Adedeji）元国連アフリカ経済委員会事務局長、マロ
ック・ブラウン（Malloch Brown）国連副事務総長、イクバル・リザ（Iqbal Riza）元国連事務局官房長、ブラッド
フォード・スミス（Bradford Smith）フォード財団副理事長、国連日本政府代表部大使（2006 年 12 月現在は、大
島賢三）。OCHA ホームページ、Board Members' Biographies 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?ParentID=12198&MenuID=12211&Page=1943  
369 OCHA ホームページ、Launch of the Photographic Exhibition “Human Security for All” 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2282  
370 Human Security Unit (Office for the Coordination of Humanitarian Affairs), Human Security for All 
Integrated Responses to Protect and Empower People and Their Communities: A Look at Nine Promising 
Efforts, New York, October 19, 2006. http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2254  
371 田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保
障』東海大学出版会、2005 年 3 月、129 ページ。  
372 「人間の安全保障国際シンポジウム－国際社会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割－」での川口外務
大臣挨拶（2003 年 2 月 25 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0225.html 草の根・人間の安
全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html なお、GGP についての詳細
は、本論第 4 章第 2 節参照。  
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さらに、2003 年 10 月、新たに独立行政法人としてスタートした国際協力機構（JICA）















                                                  
373 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html  
374 JICA 改革プラン発表（2004 年 3 月 22 日）http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html なお、JICA につい
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具体的には総合安全保障とは、1979 年 4 月に大平正芳首相によって組織された政策
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である。たとえば、人間の安全保障が提唱された 1994 年からこの 13 年間、「総合安全保
障」への言及が見られた国会での様々な会議の数は 88 件に及び、少なくとも政策論議の
場からこの概念に対する関心は消え去ってはいない429。また、日本の ODA の 50 年間を振
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問題』517 号（2003 年 4 月）。稲田十一「ODA 政策にみる戦後日本外交の『規範』」長谷川雄一編『日本外交のア
イデンティティ』南窓社、2004 年。同「対外援助」有賀貞他編『講座国際政治』（第 4 巻）東京大学出版会、1993
年。同「国際システムにおける日本の ODA の位置づけ」『国際政治』93 号（1990 年 3 月）。同「発展途上国と日本」
渡辺昭夫編『戦後日本の対外政策』有斐閣、1985 年。橋本光平「日本の援助政策決定要因」外交政策決定要因研究
会編『日本の外交政策決定要因』PHP 研究所、1999 年。廣野良吉「日本の外交政策と ODA」『国際問題』548 号（2005
年 11 月）、横田洋三「国際関係と日本の国際協力」原彬久編『国際関係学講義（新版）』有斐閣、2001 年、254－258
ページ。同「岐路に立つ日本の政府開発援助」『国際問題』451 号（1997 年 10 月）。Akiko Fukushima, “Official 
Development Assistance (ODA) as a Japanese Foreign Policy Tool,” Takashi Inoguchi and Purnendra Jain, eds., 





13 年）版凡例等を参照。  





海外経済協力基金（OECF：Overseas Economic Cooperation Fund）が発足する。さらに、
1962 年、外務省に経済協力局が設置されるとともに、現在の国際協力機構（JICA：Japan 
International Cooperation Agency）の前身にあたる海外技術協力事業団（OTCA：
Overseas Technical Cooperation Agency）が創設された。また、このような国内体制の整
備を進める一方で、日本は援助国として国際機関の活動に積極的に参画するようになり、
1960 年 3 月、開発援助グループ（DAG：Development Assistance Group）に参加し、1961
年にその DAG が OECD 開発援助委員会（DAC）に改組されると、同時に加盟を果たした。 




援助の量に関する実績としては、1964 年の約 1 億 1580 万ドルから 1976 年には 11 億 490
万ドルと 10 倍近い規模になり、1972 年にはイギリスを抜いて世界第 4 位となった。仕組
みに関しては、1968 年に食糧援助、翌 69 年に一般無償資金協力が始まるなど、多様な援
助が展開されるようになっていった。 
1976 年 7 月、日本の賠償支払いが、フィリピンへの支払いを最後に完了したことを
受け、日本の ODA は新たな段階に入る。1978 年、日本は ODA 実績額を 3 年間で倍増す
るという第 1 次 ODA 中期目標を発表し、ODA を国際貢献の重要な柱と位置づける姿勢を
内外に示した443。その結果として日本の ODA 供与額は、1970 年代末から 80 年代を通じ
て大幅に拡大し、1983 年には西ドイツを抜いて DAC 加盟国中 3 位に、86 年にはフラン
スを抜いて 2 位に、さらに、1989 年にはついにアメリカを抜いて、初めて世界最大の援
助供与国となったのである。 
この 1970 年代から 80 年代にかけて、IMF や世界銀行などでは、援助の方法に関し




                                                  
442 この点についてはたとえば、杉下恒夫「援助行政・援助政策」後藤一美他編著『日本の国際開発協力』日本評論
社、2005 年、77 ページ。  
443 外務省『政府開発援助（ODA）白書』2004 年（平成 16 年）版本編第 I 部第 2 章第 2 節 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp102020000.htm  




会、2004 年、78 ページ。  
 76 
フリカ、中南米、大洋州地域にも供給されるようになる。特に石油危機の経験により中東














政府は 1991 年４月、開発途上国の軍事支出等に注意を払うことを定めた ODA 四指針










次第に ODA の量的拡大も見直さざるをえなくなってきた。1997 年に、量から質への転換
を目指す方針が閣議で決定されると、日本の ODA 予算は、この年を頂点に 7 年間で約 3
割減となり、ODA 供与額の実績も、それまで 10 年間維持してきた世界第 1 位の座を、2001
年にはアメリカに明け渡すことになったのである449。 
                                                  
446 この点について文献多数。たとえば、稲田、前掲「国際システムにおける日本の ODA の位置づけ」、123 ページ。
同じく前掲「発展途上国と日本」、305－310 ページ。デニス・ヤストモ、前掲『戦略援助と日本外交』同文館出版、
特に第 2 章。中西寛「自立的協調の模索」五百旗頭真編『戦後日本外交史』有斐閣、1999 年、183 ページなど。  
447 この 1992 年の ODA 大綱については、下村恭民他著『ODA 大綱の政治経済学』有斐閣、1999 年が詳しい。  
448 西川潤「日本 ODA と人間の安全保障」早稲田大学アジア太平洋研究センタ 『ーアジア太平洋討究』第 2 号、2000
年 3 月、37－38 ページ。  












対外資金協力を一元的に実施する機関として、1999 年 10 月に日本輸出入銀行と海外経済
協力基金を統合する形で、国際協力銀行（ JBIC： Japan Bank for International 
Cooperation）が創設された。 




はできないものの、ODA を取り巻く国内外の状況の変化を踏まえ、2003 年 8 月、ODA 大





さらに、2005 年 2 月に新たに策定された ODA 中期政策においては、上述の新 ODA
大綱で示された、貧困削減、持続的成長、地球的規模の問題への取組、平和の構築という
四つの重点課題に取り組むうえで、人間の安全保障の視点を踏まえることが重ねて強調さ
れた453。これによって人間の安全保障は、新 ODA 大綱で掲げられた 5 つの基本方針の中
でも「最上位」に位置づけられたのである454。 




                                                                                                                                                            
の対米ドルレートは、2000 年は 107.80 円、2001 年は 121.50 円、2002 年は 125.20 円であり、円安が進んでいた
ことがわかる。レートに関しては、『JICA 年報』2006 年版資料編 CD－ROM を参考。  
450 旧 ODA 中期政策（1999 年 8 月 10 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/sakutei_990210.html 
451 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html  
452 他の四つとは、①開発途上国の自助努力支援、②公平性の確保、③我が国の経験と知見の活用、④国際社会にお
ける協調と連携である。  
453 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf  



























とも軌を一にするもの」と位置づけている462。それとともに、その ODA の蓄積は、第 4
章で詳しく述べるとおり、人間の安全保障という新たな視点の導入によって、今日の国際
情勢の変化に合わせて、より有効に活かされるようになってきたのである。 
                                                  
455 渡辺利夫「援助理念」前掲『日本の国際開発協力』日本評論社、58－61 ページ。  
456 ヤストモ、前掲『戦略援助と日本外交』、71－79 ページ。杉下、前掲「援助行政・援助政策」、84－87 ページ。 
457 この点に関しては、稲田、前掲「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義と限界」、31－33 ページ。  
458 政府開発援助大綱  
459 国際協力機構「なぜいま、人間の安全保障か―『人間の安全保障』の具体化に向けて」『JICA frontier』第 63
号、14－15 ページ。  
460 政府開発援助大綱。また、大隈宏「開発から平和へ」『国際問題』517 号（2003 年 4 月）。  
461 第 156 回国会における川口外務大臣の外交演説（2003 年 1 月 31 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0131.html  
462 外務省『外交青書』2003 年（平成 15 年）版本編第 3 章第 3 節  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/index.html 他にこの点については、黒澤
啓・川村真理「日本の援助外交と人間の安全保障―平和構築の視点から」前掲『人間の安全保障―世界危機への挑


































第 2 節 普及への取り組み 






1．萌芽期（1995 年 3 月～1998 年 7 月）  
1994 年 6 月に、UNDP が『人間開発報告書 1994』においてはじめてまとまった形で
「人間の安全保障」を中心テーマとして掲げた後463、日本外交における人間の安全保障概















橋本龍太郎による、1996 年 9 月の第 51 回国連総会演説であった467。この中で橋本は、安
全保障や開発という言葉と組み合わせた表現ではなかったが、環境や開発問題の文脈で、
「人間一人一人を大切にするという考えが重要」との見解を示した468。また、1997 年 6
                                                  
463 UNDP, Human Development Report, Oxford: Oxford University Press, 1994 なお邦訳は、『人間開発報告書
1994』国際協力出版会、1995 年（1 月）。  
464 国連社会開発サミットでの村山総理大臣演説  （1995 年 3 月 11 日） 
http://www.kantei.go.jp/jp/murayamasouri/speech/kaihatu.html 
465 国連 50 周年記念総会特別会合での村山総理大臣演説（1995 年 10 月 22 日） 
http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/exdpm/19951022.S1J.html 




Statement by H.E. Mr. Tomiichi Murayama, Prime Minister of Japan, World Summit For Social Development, 
Copenhagen, 11 March 1995 http://www.un.org/documents/ga/conf166/gov/950311074922.htm  
Ministry of Foreign Affairs of Japan, 1996 Diplomatic Bluebook 
http://www.mofa.go.jp/policy/other/bluebook/1996/II-b.html#2  
467 第 51 回国連総会における橋本総理一般討論演説 (1996 年 9 月 24 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/08/eha_0924.html  
468 英語では、“ it is important that each and every human being be cared for,”との表現を用いている。United 

































                                                  
469 国連環境開発特別総会での橋本総理大臣演説 （1997 年 6 月 23 日）  
http://www.kantei.go.jp/jp/hasimotosouri/speech/1997/0625sorikoku.html  




471 ちなみに、人間の安全保障と類似の概念である「人権」についての言及は、この 3 年間で 12 回に及んでいた。
外務省『外交青書』1996 年（平成 8 年）版から 1998 年（平成 10 年）版資料に基づく。  
472 上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号、68 ページ。  
473 詳しくは本論序章および第 2 章第 1 節参照。  
474 1997 年 10 月、地雷禁止国際キャンペーンとその中心者である J.ウィリアムズが、ノーベル平和賞を受賞した。 
475 オタワ・プロセスに関するカナダ外交については、本論第 5 章第 1 節参照。  
476 同様の見解は、多くの文献で見られる。たとえば、上田、前掲、68 ページ。佐藤行雄「日本の国連外交と人間
















見が、1995 年 7 月に国会議員に当選し、さらに 1998 年 7 月には外務政務次官に就任する。
そのことによって、当時外務大臣の小渕に自らのアイデアを進言する機会が生まれ、少な
からぬ影響を与えることになった483。 
1997 年 9 月、小渕は橋本内閣の下で外務大臣に就任すると、外務省の強い反対を押
し切り、同年 12 月には対人地雷禁止条約の署名に強いリーダーシップを発揮した484。こ
                                                  
477 日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウムでの小渕総理大臣基調演説（1999 年 12 月 11 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eos_1211.html また、小渕の学生時代に関する記事として、「朝日新
聞」、2006 年 2 月 15 日（夕刊）参照。  
478 アックスワージーについては、福島安紀子が行なったアックスワージー本人へのインタビューに拠る。Akiko 
Fukushima, Human Security: Comparing Japanese And Canadian Governmental Thinking and Practice, CCHS 
Human Security Visiting Fellow Paper, August 2004, p.19 
http://www.humansecurity.info/sites/cchs/files/pdfs/Research/cchs_fukushima_research_paper.pdf 武見につい








479 Fukushima, ibid., p.19 なお、カナダ外交における人間の安全保障については、本論第 5 章第 1 節参照。  
480 東海大学平和戦略国際研究所については、同研究所ホームページ参照。  
http://www.tokai.ac.jp/spirit/index.html 
481 武見プログラムについては、同プログラムホームページ参照。Takemi Program in International Health at the 
Harvard School of Public Health http://www.hsph.harvard.edu/takemi/ また、チェンはその後、人間の安全保障
委員会の委員を務めた人物である。この点については、本論第 2 章第 2 節参照。  
482 武見敬三「人間安全保障」添谷芳秀編『二十一世紀国際政治の展望』慶應大学出版会、1999 年、121－122 ペー
ジ。  
483 上田、前掲「『人間の安全保障』の観点から見た国連システムの改革」、114 ページなど。また、1998 年から 2002
年まで国連大使を務めた佐藤行雄は、この他にも影響を与えた人物として、日本国際交流センター理事長の山本正
をあげている。佐藤行雄「国連活動とヒューマン・セキュリティー」『同志社大学ヒューマン・セキュリティー研究
センター年報』第 1 巻（2004 年 4 月）、13 ページ。  
484 オタワ条約署名会議における署名の際の小渕外務大臣演説 (1997 年 12 月 3 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/09/eo_1203.html また、この点については、足立研幾『オタワ・プロ








者を保護する政策を打ち出していった486。同年 12 月の橋本首相と ASEAN 首脳との会談




国の間でも評価され、翌 5 月の G8 バーミンガム・サミット首脳宣言にも盛り込まれるに
至った487。 













2．形成期（1998 年 8 月～2003 年 8 月） 
1998 年 8 月、小渕は橋本内閣退陣を受けて、総理大臣に就任する。そして、その小
渕に始まり、その後、森喜朗、小泉純一郎と続いて、三人の総理に渡って積み重ねられた
様々な取り組みが、日本の人間の安全保障外交の骨格を形成していくことになるのである。 
1998 年 12 月、小渕は先のシンガポール演説で自ら提唱した、「アジアの明日を創る
知的対話」国際会議を東京で開催し、人間の安全保障に対するその後の日本外交の基礎と
                                                  
485  前掲、日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウムでの小渕総理大臣基調演説  
486 この点については、武見、前掲、128－129 ページ。  
487 G8 バーミンガム・サミット  コミュニケ（1998 年 5 月 15-17 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/birmin98/commun.html  



































                                                  
489 国際会議「アジアの明日を創る知的対話」での小渕総理大臣冒頭演説（1998 年 12 月 2 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1202.html  
490 ヴィエトナム国際関係学院主催講演会での小渕総理大臣政策演説（1998 年 12 月 16 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1216.html  
491 田中明彦『ワード・ポリティクス』筑摩書房、2000 年、139－152 ページ。  
 85 
返った 1999 年（平成 11 年）版の『外交青書』は、「第 2 章 分野ごとに見た国際情勢と
























一つとして人間の安全保障を位置づけている495。また、同年 3 月の韓国訪問496や 4 月のア
メリカ訪問497の際に行った政策演説、ならびに 6 月のアイスランド訪問における第二回日
                                                  
492 「1．総論－人間の安全保障」という独立した項目を設けて解説している。以後、記載箇所は変わっても、毎年
独立した項目として記述され、2004 年（平成 16 年）版以降は、「節」（「第 3 章 分野別に見た外交」の「第 3 節 人
間の安全保障の推進に向けた地球規模の諸課題への取組」）として扱われるまでに至っている。外務省『外交青書』
1999 年（平成 11 年）版から 2006 年（平成 18 年）版を参照。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/index.html  
493 外務省国際社会協力部政策課『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』国連広報センタ
ー、2007 年 3 月。http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/pr/pub/pamph/pdfs/t_fund21.pdf  
494 前掲、ヴィエトナム国際関係学院主催講演会での小渕総理大臣政策演説  []は引用者注  
495 第百四十五回国会における小渕内閣総理大臣施政方針演説 (1999 年 1 月 19 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/obutisouri/speech/1999/0119sisei.html  
496 高麗大学での小渕総理大臣演説（1999 年 3 月 20 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eos_0320.html   


























                                                  
498 第 2 回日本・北欧首脳会談共同プレス・リリース「人間中心の平和な世界を目指して」 (1999 年 6 月 22 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/s_obuchi/arc_99/e_i99/p_ship.html  
日・北欧首脳会談 (1999 年 6 月 23 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/kiroku/s_obuchi/arc_99/e_i99/jh_gaiyo.html  
499 G8 ケルン・サミット外相会議総括文書（1999 年 6 月 10 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/cologne99/g8_sokat.html  
500 ASEAN 拡大外相会議全体会合での高村外務大臣演説 (1999 年 7 月 27 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eko_727a.html  
501 南アフリカ・プレトリア大学での武見敬三外務政務次官の政策スピーチ（1999 年 5 月 5 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/19990505.html  
502 国際シンポジウム「開発：人間の安全保障の観点から」 (1999 年 6 月 24 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/kaihatu.html  
503 旧 ODA 中期政策 (1999 年 8 月 10 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/sakutei_990210.html  





505 平和及び安全保障に関する協力のための日加行動計画（1999 年 9 月 17 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_99/ca_kodo.html 
506 日加合同シンポジウムでの高村正彦外務大臣挨拶（1999 年 9 月 16 日）。国際協力事業団『日加合同シンポジウ





























                                                  
507 第 54 回国連総会での高村外務大臣一般討論演説（1999 年 9 月 21 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/11/eko_0921.html  
508 前掲、日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウムでの小渕総理大臣基調演説  
509 第百四十七回国会における小渕内閣総理大臣施政方針演説 (2000 年 1 月 28 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/obutisouri/speech/2000/0128sisei.html  
510 第百四十七回国会における森内閣総理大臣所信表明演説 (2000 年 4 月 7 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/morisouri/mori_speech/2000/0407syosin.html  
511 太平洋・島サミットにおける森総理大臣基調演説「私たちのフロンティアへの旅立ち」 (2000 年 4 月 22 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/04/palm01.html  
512 国際会議「グローバル化世界における人間の安全保障」における高須国際社会協力部長スピーチ (2000 年 5 月 8
日 ) http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/takasu.html   
513 G8 九州・沖縄サミット外相会議総括文書（2000 年 7 月 13 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/documents/conclusion.html 

























その後、2001 年 4 月に森内閣が退陣すると、新たに小泉純一郎が首相に就任した。





                                                  




南アフリカでの森総理大臣演説「新世紀のアフリカと日本」 (2001 年 1 月 9 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/13/ems_0109.html  
517 「人間の安全保障委員会」設置の際に発表されたプレスリリース（2001 年 1 月 24 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/pressrelease.html なお、人間の安全保障委員会については、同委員会の
Web サイトを参照されたい。http://www.humansecurity-chs.org/index.html また、本論第 2 章第 2 節参照。  
518 上田、前掲「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」、69 ページ。  
519 南博「人間の安全保障と日本外交」『国際問題』第 530 号（2004 年 5 月）、46－47 ページ。  
520「人間の安全保障委員会」第一回会合に向けた小泉内閣総理大臣メッセージ（2001 年 6 月 9 日）



























                                                  
521「人間の安全保障国際シンポジウム」における小泉総理大臣挨拶（2001 年 12 月 15 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/terro_koizumi.html 「人間の安全保障国際シンポジウム」における  
田中真紀子外務大臣挨拶（2001 年 12 月 15 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/terro_tanaka.html  
522 たとえば、Roland Paris, “Human Security: Paradigm Shift or Hot Air?” International Security, vol.26, 
no.2(Fall 2001), p.90 
523 外務省国際社会協力部政策課、前掲『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』、8－9 ペー
ジ。  
524 外務省『外交青書』2002 年（平成 14 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2002/gaikou/html/honpen/index.html  
525 わずかに、在京アフリカ外交団との懇談での小泉総理挨拶（2002 年 6 月 20 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekoi_0620.html 
526 日本記者クラブにおける川口外務大臣政策演説  （2002 年 3 月 18 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekw_0318.html 
527 日本経団連における川口外務大臣演説「サミットの模様と当面の外交課題について」（2002 年 7 月 3 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekw_0703.html 第 2 回民主主義閣僚級会合における川口大臣スピ
ーチ（仮訳）（2002 年 11 月 11 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/14/ekw_1111.html 他に、開発資

























                                                  
528 第 156 回国会における小泉内閣総理大臣施政方針演説 (2003 年 1 月 31 日 ) 
http://www.kantei.go.jp/jp/koizumispeech/2003/01/31sisei.html 
529 第 156 回国会における川口外務大臣の外交演説 (2003 年 1 月 31 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0131.html 
530 本報告書については、本論第 2 章第 2 節参照。  
531 田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保
障』東海大学出版会、2005 年、129 ページ。他には、この報告書は「国連安全保障理事会の権力配分に関して、新
たな様式を働きかける指導的役割を日本政府に与えた」との評価もなされている。Shahrbanou Tadjbakhsh and 
Anuradha M. Chenoy, Human Security: Concepts And Implications, New York: Routledge, 2007, p.28 
532 ただし、「生活」の英訳語は、小渕演説では“daily life”であるのに対して、HSN では“ livelihood”となって
いる。小渕演説については、外務省ホームページ（Opening Remarks by Prime Minister Obuchi at An Intellectual 
Dialogue on Building Asia's Tomorrow, December 2, 1998）
http://www.mofa.go.jp/policy/culture/intellectual/asia9812.html  HSN については、Commission on Human 
Security, Human Security Now, 2003, p.4 http://www.humansecurity-chs.org/finalreport/English/chapter1.pdf  
533 「人間の安全保障国際シンポジウム－国際社会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割－」での川口外務
大臣挨拶（2003 年 2 月 25 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0225.html 外務省ホームペー
ジ（「草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html なお、草の根・人間の安全保
障無償資金協力についての詳細は、本論第 4 章第 2 節参照。  
534 この「草の根・人間の安全保障無償資金協力」設置の背景については、それを主導した武見による以下のコメン
トが詳しい。石川薫「グローバル化と人間の安全保障」東海大学平和戦略国際研究所『Human Security』第 7 号
（2002/2003 年）、144 ページ。  
535 G8 エビアン・サミット（概要）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/evian_paris03/g8shu_gh.html  




























3．定着期（2003 年 9 月～現在） 
ODA 大綱の改定以降、人間の安全保障は日本外交における柱の一つとして定着するよ
                                                  
537 G8 ケルン・サミット外相会議総括文書（1999 年 6 月 10 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/cologne99/g8_sokat.html 
G8 九州・沖縄サミット外相会議総括文書（2000 年 7 月 13 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/documents/conclusion.html 
538 なお、この後 8 月に小泉がポーランドを訪問した際に、レシェック・ミレル・ポーランド首相とともに発表した
共同声明においても、最終報告書への言及が見られる。日本国とポーランド共和国の戦略的パートナーシップに向
けた共同声明 (2003 年 8 月 19 日 ) http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/europe_03/jp_kyodo.html 
539 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html  
540 外務省『外交青書』2003 年（平成 15 年）版  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap03_03_06.html   
2004 年（平成 16 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2004/hakusho/h16/html/G3310000.html#G3310000a  
2005 年（平成 17 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2005/html/honmon3302.html  
2006 年（平成 18 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2006/html/h3/h3_3_02.html    
541 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
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うになる。 























続いて 2004 年も、 4 月に上海で開催された国連アジア太平洋経済社会委員会
（UNESCAP）第 60 回総会における「上海宣言」を皮切りに550、7 月の第 2 回 HIV／AIDS
                                                  
542 JICA 改革プラン発表（2004 年 3 月 22 日）http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html なお、JICA につい
ては本論第 4 章第 3 節参照。  
543 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2005 年 10 月号
http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0510/03.html  
544 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf  
545 このような日本の人間の安全保障外交の特徴については、本論第 5 章第 1 節参照。  
546 第 3 回アフリカ開発会議（TICADⅢ）における TICAD10 周年宣言 (2003 年 10 月 1 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/pdfs/10_sengen.pdf  
547 第 11 回アジア太平洋経済協力会議（APEC）における首脳宣言「未来に向けたパートナーシップに関するバン
コク宣言」（2003 年 10 月 21 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2003/shuno_sen.html  
548 日 ASEAN 特別首脳会議における日・ASEAN 東京宣言「新千年期における躍動的で永続的な日本と ASEAN の
パートナーシップのための東京宣言」（2003 年 12 月 11 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/asean_03/sengen.html  
549 『平成 15 年度外務省政策評価書』、299 ページ。  
550 国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）第 60 回総会における「上海宣言」 (2004 年 4 月 28 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/16/rls_0423a.html  
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に関するアジア太平洋地域閣僚会議では閣僚共同宣言551、11 月には第 16 回 APEC 閣僚共
同声明ならびに第 12 回 APEC 首脳宣言（サンティアゴ宣言「一つの共同体、我々の未来」）
においても552、日本政府の働きかけによって、「人間の安全保障」が盛り込まれた553。ま
た、同年 4 月の西バルカン平和定着・経済発展閣僚会合や554、9 月に行なわれたアフリカ
諸国外相との昼食会といった多国間の集まる場において、川口は人間の安全保障について
日本の立場を表明している555。 
その後、川口の後任として外務大臣に就任した町村信孝も、2005 年 4 月のアジア・
アフリカ閣僚会議や556、国連改革会合において557、人間の安全保障に言及した演説を行な
っている。さらに、日本は概念の普及に取り組み続けた結果、5 月の第 44 回経済協力開
発機構（OECD）閣僚理事会における閣僚声明（「国連ミレニアム宣言及びモンテレイ合











                                                  
551 第 2 回 HIV／AIDS に関するアジア太平洋地域閣僚会議での閣僚共同宣言 (2004 年 7 月 7 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/16/rls_0707a.html  
552 第 16 回 APEC 閣僚共同声明（2004 年 11 月 17-18 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2004/pdfs/kakuryo_sei.pdf  
第 12 回 APEC における首脳宣言（サンティアゴ宣言「一つの共同体、我々の未来」）（2004 年 11 月 20-21 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2004/shuno_sen.html   
553 『平成 16 年度外務省政策評価書』。  
554 川口外務大臣冒頭挨拶－西バルカン平和定着・経済発展閣僚会合－（2004 年 4 月 5 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/16/ekw_0405.html 
555 アフリカ諸国外相との昼食会における川口大臣挨拶（2004 年 9 月 24 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/16/ekw_0924.html 
556 アジア・アフリカ閣僚会議における町村外務大臣演説（2005 年 4 月 20 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/17/emc_0420.html 
557 「国連改革会合」町村大臣冒頭発言（2005 年 4 月 29 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/17/emc_0429b.html 
558 第 44 回経済協力開発機構（OECD）閣僚理事会における閣僚声明「国連ミレニアム宣言及びモンテレイ合意の
フォローアップのための OECD 声明」(2005 年 5 月 3－4 日 ) http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oecd/0505_sm.html  
559 国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）第 61 回総会における決議（「上海宣言のフォローアップとして
の人間の安全保障の経済社会的側面の促進を通じた弱者の保護のための地域協力」 (2005 年 5 月 12－18 日 )  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/escap/unescap_61_gh.html なおこの決議は、「人間の安全保障」の文言を標題
に盛り込んで国連関連機関で採択された最初の事例である。  
560 東京宣言「日本と中米、未来に向けた友情」（2005 年 8 月 22 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/j_latin05/t_sengen.html 
561 たとえば、Tadjbakhsh and Chenoy, ibid., p.29; 饗場和彦「『人間の安全保障』―それは本当に人間の安全保障
を救っているのか」日本国際連合学会編『国連研究』第 7 号、2006 年 5 月、282 ページ。大江博『外交と国益』NHK
出版、2007 年、192 ページ。ジャン＝マルク・クワコウ（池村俊郎他訳）『国連の限界 /国連の未来』藤原書店、2007




















2005 年 9 月にこうして国連総会が幕を閉じた後も、日本による人間の安全保障概念
普及への取り組みは重ねて続けられた。同年 11 月の第 17 回 APEC 閣僚共同声明および第
13 回 APEC 首脳宣言567、さらに、翌 2006 年 2 月の TICAD 平和の定着会議における議長




                                                  
562 外務省『国連安全保障理事会改革：なぜ日本が安保理常任理事国になるべきか』、2005 年 1 月、7 ページ。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/un_kaikaku/j_rijikoku.html  
563 外務省総合外交政策局担当者への筆者によるインタビュー。2006 年 3 月 31 日、東京。  
564 この経緯を、当時の国連次席大使の立場から詳しくたどったものとして、北岡伸一『国連の政治力学』中央公論
新社、2007 年、特に第 2 章。また、「朝日新聞」、2006 年 12 月 16 日（朝刊）。  
565 北岡、前掲、58―62 ページ。それ以外の日本の主要課題とは、「安保理改革を本年 [2005 年 ]末までに決定すると
いう文言を入れること」、「旧敵国条項についても何か文言を入れるということ」の二つであった。  
566 国連首脳会合成果文書については、2005 World Summit Outcome, http://www.un.org/summit2005/ 他に次も
参照。外務省ホームページ（「国連首脳会合成果文書」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/050916_point.html  
567 第 17 回 APEC 閣僚会議（2005 年 11 月 15 日～16 日） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2005/seimei_k.html  
第 13 回 APEC 首脳会議（2005 年 11 月 18 日～19 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2005/s_pusan_k.html 
568 TICAD 平和の定着会議議長総括（2006 年 2 月 17 日） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/heiwa_koshi.html 
569 小泉総理によるアフリカ政策演説「アフリカ－自助努力の発生地へ」（2006 年 5 月 1 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/18/ekoi_0501.html 
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その後、2006 年 9 月に、小泉に代わって安倍晋三が首相に就任しても、日本は引き
続き活発に人間の安全保障外交を展開していく。11 月の第 18 回 APEC 閣僚共同声明およ
び第 14 回 APEC 首脳宣言では570、日本の働きかけによって、人間の安全保障への取り組
みの強化が表明された。これで、APEC 首脳および閣僚による宣言には、2003 年以来 4
年連続で「人間の安全保障」が盛り込まれたことになる。また、多国間会議での概念普及
の取り組みは、翌 2007 年に入っても、3 月の TICAD「持続可能な開発のための環境とエ






れも、人間の安全保障の重要性を確認している574。さらに、2007 年 1 月、イギリスを訪
れた安倍が、トニー・ブレア（Tony Blair）首相との間で発表した共同声明「未来のため
の枠組み」には、国連常任理事国との二国間の共同声明としては初めて「人間の安全保障」






                                                  
570 第 18 回 APEC 閣僚会議（2006 年 11 月 15～16 日） 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2006/seimei_k.html  
第 14 回 APEC 首脳会議（ハノイ宣言）（2006 年 11 月 18～19 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/2006/shunou_ky.html 
571 TICAD 持続可能な開発のための環境とエネルギー閣僚会議（2007 年 3 月 23 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/energy_sokatsu.html  
572 第 16 回日・EU 定期首脳協議共同プレス声明（2007 年 6 月 5 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/shuno16/press_y.html  
573 G8 ハイリゲンダム・サミット議長総括（2007 年 6 月 8 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/heiligendamm07/g8_s_gs.html  
574 日本ベトナム共同声明「アジアの平和と繁栄のための戦略的なパートナーシップに向けて」（2006 年 10 月 19
日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/vietnam/visit/0610_sei.html 
日本・インドネシア共同声明「平和で繁栄する未来へ向けての戦略的パートナーシップ」（2006 年 11 月 28 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/visit/0611seimei_ky.html 
日本フィリピン共同声明「親密な隣国間の包括的協力パートナーシップ」（2006 年 12 月 9 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_abe/eas_06/ph_seimei.html 
575 日本・モンゴル共同声明および「今後 10 年間の日本・モンゴル基本行動計画」（2007 年 2 月 26 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/mongolia/visit/nam_0702/jm_ks.html 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/mongolia/visit/nam_0702/jm_kk.html  
安倍総理大臣および麻生外務大臣のモラレス・ボリビア大統領との会談（2007 年 3 月 6 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_abe/bolivia_07/gaiyo.html  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/g_aso/bolivia_07/gaiyo.html  
「安全保障協力に関する日豪共同宣言」（2007 年 3 月 13 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/australia/visit/0703_ks.html  
日本とカンボジアの間の新たなパートナーシップに関する共同声明（2007 年 6 月 14 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/cambodia/visit/0706_ks.html  
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10 月、外務省は、高須幸雄・人間の安全保障担当大使が中心となって、第 1 回「人間の安










                                                  
576 国連人道問題調整事務所（OCHA）ホームページ (Senior Official-Level Meeting on Human Security) 
http://ochaonline3.un.org/HumanitarianIssues/HumanSecurity/ABHSandOutreach/2007Activities/SeniorOffici
alLevelMeetingonHumanSecurity/tabid/1357/Default.aspx  















































































































































































































































































































の最終報告書では、TFHS と GGP が、「『人間の安全保障』の促進という目標に特化した
財源の例」として紹介されている582。 







その観点からすれば、ODA の技術協力分野において約半分の予算を担う JICA の活動は、
                                                  
579 外務省国際社会協力部政策課『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』国連広報センタ
ー、（2007 年 3 月版）、6－7 ページ。http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/pr/pub/pamph/pdfs/t_fund21.pdf また、
平成 18 年度外務省予算（案）に関する成果目標にも、そのような記述が見られる。この点については、  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/yosan/18/pdfs/h18_yosan_m.pdf を参照。他にもたとえば、南博「人間の安全
保障と日本外交」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月（筆者の南は執筆当時、外務省で人間の安全保障を担当する
国際社会協力部国連行政課長）。星野俊也「人間の安全保障と日本の国際政策」『国際安全保障』第 30 巻 3 号（2002
年 12 月）、14－15 ページ。  
580 日本政府はもともと、「われわれは『人間の安全保障とは何か』という議論を百回繰り返すよりも、具体的プロ
ジェクトを実施して実績を積み重ねることがはるかに有益だ」とする、実務的アプローチ重視の立場を取っていた。
上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号、69 ページ（筆者の
上田は執筆当時、外務省国際社会協力部長）。  
581 この点は、外務省『外交青書』の 2003 年（平成 15 年）版から 2006 年（平成 18 年）版まで、必ず明記されて
いる。2003 年（平成 15 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2003/gaikou/html/honpen/chap03_03_06.html   
2004 年（平成 16 年）版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2004/hakusho/h16/html/G3310000.html#G3310000a  
2005 年（平成 17 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2005/html/honmon3302.html  
2006 年（平成 18 年）版 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2006/html/h3/h3_3_02.html また、次も参
照。前掲『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』（2007 年 3 月版）、8 ページ。外務省ホー
ムページ（「草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー」）   
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html  
582 人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、266 ページ。  





























第 1 節 国際機関への拠出を通じた取り組み：人間の安全保障基金（TFHS） 
1. 概要 
本論第 3 章第 2 節で述べたとおり、1998 年 12 月、小渕恵三首相はハノイでの政策演
説の中で、国連に「人間の安全保障基金（TFHS: Trust Fund for Human Security）」と
の名称で新たな信託基金の設立を発表した585。これを受けて、1999 年 3 月に日本政府は
                                                  
584 JICA 緒方理事長記者会見～改正 JICA 法と今後の JICA 事業の展望～（2006 年 11 月 28 日）
http://www.jica.go.jp/greeting/02.html  
585 ヴィエトナム国際関係学院主催講演会での小渕総理大臣政策演説（1998 年 12 月 16 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/10/eos_1216.html  
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約 5 億円を国連に拠出し、正式に TFHS が設置された。その後日本は同基金に対し、2006
年度までに累計約 2 億 9774 万ドルを拠出しており、国連に設置された信託基金の中では
最大規模のものとなった586。2007 年 3 月まで通常、事業予算は一件 100 万ドル程度を目
安としているが、明示的な上限・下限は存在しない。1999 年の TFHS 設立以来、2005 年
まで 7 年間の実績としては、後に詳しく論じるとおり、件数にすると 140 件以上、金額に
すると累計約 2 億ドル以上の事業が承認され、世界 66 カ国で実施されている。 
TFHS の実際の運営業務は、2004 年 5 月から、新たに国連事務局の人道問題調整事務
所（OCHA: United Nations Office for the Coordination of Humanitarian Affairs）に設















                                                  




ホームページ、United Nations Trust Fund for Human Security 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?MenuID=10474&Page=150 および前掲『人間の安全保障基金―21 世紀を
人間中心の世紀とするために』（2007 年 3 月版）、外務省ホームページ（「人間の安全保障基金」）    
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/kikin.html 、それ以外については、適宜その出典を示す。また、外務省の
データについては、国際社会協力部政策課の奥野律子氏より御教示頂いた。  
587 それ以前は、国連事務局財務官室が担当。  
588 日本語版については、前掲『人間の安全保障基金』（各年度版）参照。英語版については、OCHA ホームページ、
Guidelines for the United Nations Trust Fund for Human Security 
http://ochaonline.un.org/DocView.asp?DocID=2703 参照。  
589 前掲『安全保障の今日的課題』、266 ページ。  
590 この点については、以下を参照。CHS ホームページ、http://www.humansecurity-chs.org/japanese/index.html 
OCHA ホームページ、Advisory Board on Human Security 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?MenuID=12198&Page=1495 前掲『人間の安全保障基金』（2006年 3月版）、
8 ページ。これらによれば、ガイドラインは 2003 年 9 月、2005 年 1 月、2006 年 2 月に改定されている。  
591 前掲『人間の安全保障基金』（2002 年 8 月版 )、6 ページ。  
592 田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保
































論第 2 章第 2 節で述べたような、CHS 報告書の各章に対応する形でいくつかの指標が列挙
されている598。それに基づいた、TFHS の具体的な対象分野としては、以下の八分野が明
                                                  
593 日本国際交流センター『国連機関における人間の安全保障』日本国際交流センター、2004 年、22 ページ。  
594 田瀬・武見、前掲、137 ページ。  
595 前掲『人間の安全保障基金』（2002 年 8 月版 )、6 ページ。  
596 前掲『人間の安全保障基金』（2003 年 11 月版）、8 ページ。  







































599 前掲『人間の安全保障基金』（2003 年 11 月版）、12 ページ。  
600 同上、10 ページ。  
601 田瀬・武見、前掲、136 ページ。  
602 前掲、『国連機関における人間の安全保障』、28－30 ページ。  
603 田瀬・武見、前掲、135 ページ。  
 106 
国連と日本の外務省双方による厳密な審査は変わらない条件であるものの、2004 年 5 月












図 2 である。 
図 2 人間の安全保障基金の申請手続の流れ 
 
（出典：外務省『人間の安全保障基金―21 世紀を人間中心の世紀とするために』）  
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このように TFHS のガイドラインは、ABHS の助言をもとに、より効果的な運営を目
指して改定が行なわれている。ABHS は、2003 年 9 月の発足から 2006 年 12 月までの間
に 4 回の会合を開き、TFHS の運用について検討を重ねている。援助の実態調査に関して
も、ABHS の委員による実際の現場への視察が行われている604。さらに、2006 年 10 月に
は、TFHS を通じて世界 66 カ国で行なわれた 1999 年以降の援助活動をまとめた冊子を発
表するとともに605、それを基にした写真展を国連本部で開催している606。 




まず、1999 年から 2005 年までに承認された事業の件数およびその予算額の推移を図
表にまとめると、次のようになる607。 
 
表 2 TFHS 承認案件の年度別件数および予算額 
  件数 予算額（US$） 
1999 6 1,451,034 
2000 22 54,711,673 
2001 26 23,207,685 
2002 22 22,294,148 
2003 27 28,506,728 
2004 21 24,848,561 
2005 23 48,546,261 
計608 147 203,566,090 
出典：外務省『人間の安全保障基金』および関連サイトを基に筆者作成 
 
                                                  
604 たとえば、OCHA のホームページによれば、2006 年 5 月から 6 月にかけて、ABHS 委員のソニア・ピカード（Sonia 
Picado）米州人権機関議長とアデバヨ・アデデジ（Adebayo Adedeji）元国連アフリカ経済委員会事務局長が、援助
の視察に訪れたと報道されている。OCHA ホームページ、Activities in 2006 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?ParentID=12198&MenuID=12213&Page=2102  
605 Human Security Unit (Office for the Coordination of Humanitarian Affairs), Human Security for All 
Integrated Responses to Protect and Empower People and Their Communities: A Look at Nine Promising 
Efforts, New York, October 19, 2006. http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2254  
606 OCHA ホームページ、Launch of the Photographic Exhibition “Human Security for All” 
http://ochaonline.un.org/webpage.asp?Page=2282  
607 拠出金という性格上、TFHS は年度別予算で制限されるものではないが、本節では、前出の HSU 発行資料に基
づいて、日本の年度区分に合わせている。HSU, Human Security for All, p.32 なお、申請案件の数や承認率につい
ては非公表とされている。この点については、HSU のワタナベ・マユミ氏から御教示頂いた。  
608 この合計には、TFHS 運営関連コスト等 2 件の通年案件とその予算（US$ 597,442）は含まれていない。  
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表 3 TFHS 承認案件の分野別件数および予算額（累計） 
件数  予算額(US＄） 
対象分野 
配分 配分 
48 62,998,405  
貧困 
33.1% 31.4% 
38 30,750,970  
保健・医療 
26.2% 15.3% 
19 23,908,806  
難民 
13.1% 11.9% 
18 63,808,482  
紛争 
12.4% 31.8% 
8 9,130,954  
災害 
5.5% 4.6% 
5 4,429,690  
犯罪 
3.4% 2.2% 
5 3,889,764  
薬物 
3.4% 1.9% 
4 1,749,124  
環境 
2.8% 0.9% 
計 145 200,666,195 






































表 4 分野別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
2 1 7 5 10 12 9 
貧困 
40.0% 4.5% 28.0% 22.7% 38.5% 54.5% 45.0% 
1 7 11 9 5 3 2 
保健・医療 
20.0% 31.8% 44.0% 40.9% 19.2% 13.6% 10.0% 
0 4 3 2 4 2 4 
難民 
0.0% 18.2% 12.0% 9.1% 15.4% 9.1% 20.0% 
1 8 1 2 1 1 4 
紛争 
20.0% 36.4% 4.0% 9.1% 3.8% 4.5% 20.0% 
0 1 2 1 3 1 0 
災害 
0.0% 4.5% 8.0% 4.5% 11.5% 4.5% 0.0% 
0 0 0 1 3 0 1 
犯罪 
0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 11.5% 0.0% 5.0% 
0 0 1 2 0 2 0 
薬物 
0.0% 0.0% 4.0% 9.1% 0.0% 9.1% 0.0% 
1 1 0 0 0 1 0 
環境 
20.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 
計 5 22 25 22 26 22 20 
出典：表 2 に同じ 
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表 5 分野別予算額(US$)の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
610,900  177,720  8,590,453  2,212,756  12,285,445 11,570,719 17,663,083 
貧困 
45.1% 0.3% 39.8% 9.9% 44.2% 46.8% 49.0% 
181,260  2,333,402  7,449,916  7,803,629  4,832,391  5,336,309  2,814,062  
保健・医療 
13.4% 4.3% 34.5% 35.0% 17.4% 21.6% 7.8% 
0  3,491,173  3,011,631  3,117,110  4,917,434  2,131,482  1,124,414  
難民 
0.0% 6.4% 14.0% 14.0% 17.7% 8.6% 3.1% 
437,553  48,203,211 269,389  4,128,181  1,030,000  1,241,900  10,986,896 
紛争 
32.3% 88.1% 1.2% 18.5% 3.7% 5.0% 30.5% 
0  350,735  2,055,969  3,039,699  2,748,812  935,769  1,499,926  
災害 
0.0% 0.6% 9.5% 13.6% 9.9% 3.8% 4.2% 
0  0  0  480,640  1,971,934  0  1,977,116  
犯罪 
0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 7.1% 0.0% 5.5% 
0  0  202,000  1,512,163  0  2,203,871  0  
薬物 
0.0% 0.0% 0.9% 6.8% 0.0% 8.9% 0.0% 
124,300  155,432  0  0  0  1,318,692  0  
環境 
9.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 5.3% 0.0% 
計 1,354,014 54,711,673 21,579,359 22,294,179 27,786,017 24,738,743 36,065,498 









































                                                  





























日本の ODA 全体においても、環境分野の占める割合は 3 割を越えている612。 
このように、これまでの承認案件を分野別に整理してみると、次第に形成されつつあ
る TFHS のいくつかの特徴を見て取ることができる。ただし、それらがこの 7 年間一定し
た傾向であったのかどうかを見極めるためには、年度ごとの推移を調べる必要がある。 
図表 4 と 5 は、1999 年から 2005 年まで TFHS によって実施された事業案件の件数
と予算額の推移を、分野別に整理したものである。先にあげた表 3 によれば、これまでの

















                                                  
611 外務省ホームページ（「国連環境計画（UNEP）」） http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/kikan/unep.html 
612 予算額にすると、たとえば 2004 年度の実績では、4442 億円に達する。外務省『地球環境問題に対する日本の取
り組み』、2006 年 4 月、4 ページ。  
613 この点についてはたとえば、下村恭民「開発途上国支援の理念と戦略―新しい潮流」西垣昭他編『開発援助の経
済学』（第 3 版）有斐閣、2003 年、83―96 ページ。また、CHS 最終報告書は、MDGs の取り組みを「『人間の安全
保障』推進の土台となりうるもの」としている。前掲『安全保障の今日的課題』、3 ページ。さらに、国連のコフィ
ー・アナン（Kofi Annan）事務総長も、「日本の技術力と『人間の安全保障』への重視なくして、世界がミレニアム
開発目標を達成することはないでしょう」と述べている。外務省ホームページ（「国連事務総長国会演説 2004 年 2




















                                                  




会演説 2004 年 2 月 24 日」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_04/anna_enzetsu.html 
615 前掲『人間の安全保障基金』、21ー23 ページ。  
616 この点については、廣木謙三「国連人間の安全保障活動における土木」『土木学会誌』第 90 巻 12 号（2005 年
12 月）、14 ページ。  










表 6 TFHS 承認案件の地域別件数および予算額（累計） 
件数  予算額(US＄） 
対象地域 
配分 配分 
58 53,907,208  アジア 
42.0% 27.7% 
44 63,608,599  アフリカ 
31.9% 32.3% 
7 15,337,913  中東 
5.1% 7.8% 
5 4,899,928  中南米 
3.6% 2.5% 
12 6,895,119  大洋州 
8.7% 3.5% 
12 51,497,726  欧州 
8.7% 26.1% 
計 138 197,095,597 






































表 7 地域別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
3  4  12  10  12  9  7  
アジア 
75.0% 21.1% 48.0% 45.5% 48.0% 45.0% 30.4% 
0  2  7  6  10  8  11  
アフリカ 
0.0% 10.5% 28.0% 27.3% 40.0% 40.0% 47.8% 
0  0  0  1  1  2  3  
中東 
0.0% 0.0% 0.0% 4.5% 4.0% 10.0% 13.0% 
0  0  2  1  0  1  1  
中南米 
0.0% 0.0% 8.0% 4.5% 0.0% 5.0% 4.3% 
0  6  2  4  0  0  0  
大洋州 
0.0% 31.6% 8.0% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 
1  7  2  0  2  0  1  
欧州 
25.0% 36.8% 8.0% 0.0% 8.0% 0.0% 4.3% 
計 4  19  25  22  25  20  23  























表 8 地域別予算額(US$)の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
792,160  1,865,198  13,570,552  7,046,961  11,235,200  10,709,635  8,687,502  
アジア 
64.4% 3.6% 62.9% 31.6% 42.5% 43.3% 17.9% 
0  1,300,502  4,885,959  8,485,941  12,212,356  11,024,108  25,676,410  
アフリカ 
0.0% 2.5% 22.6% 38.1% 46.2% 44.6% 52.9% 
0  0  0  1,030,000  740,914  1,904,449  11,662,550  
中東 
0.0% 0.0% 0.0% 4.6% 2.8% 7.7% 24.0% 
0  0  1,227,453  1,030,000  0  1,100,550  1,541,925  
中南米 
0.0% 0.0% 5.7% 4.6% 0.0% 4.4% 3.2% 
0  1,587,833  606,040  4,701,246  0  0  0  
大洋州 
0.0% 3.0% 2.8% 21.1% 0.0% 0.0% 0.0% 
437,553  47,526,570  1,289,354  0  2,244,249  0  977,874  
欧州 
35.6% 90.9% 6.0% 0.0% 8.5% 0.0% 2.0% 
計 1,229,713 52,280,103 21,579,358 22,294,148 26,432,719 24,738,742 48,546,261 

























ここに示した図表 6 は、TFHS による事業を地域別に分類し、先ほどの分野別と同様
に、その件数と予算額の累計をまとめたものである619。件数ではアジア、予算額ではアフ
リカが最多を占めているが、両者間にはそれほど大きな開きは見られないことから、これ














それとは対照的に、アフリカに対する援助は、1999 年より 7 年間、ほとんど増加の
一途をたどっている。予算配分においては、2002 年からアフリカが最多の対象地域となり、












                                                  
619 ここでの地域別の分類は、日本外交の分析に主眼を置く本論の趣旨に則り、日本の ODA における地域分類に揃
えて、アジア、アフリカ、中東、中南米、大洋州、欧州の六地域とした。それらの各地域に含まれる国家について
は、外務省ホームページ（「各国・地域情勢」）参照。  http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html  
620 G8 グレンイーグルズ・サミット議長総括（2005 年 7 月 8 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/gleneagles05/s_14.html  
621 同上。  
 120 
ルファ・ウマール・コナレ (Alpha Oumar Konare)委員長によれば、「アフリカではます
























第 2 節 二国間無償資金協力を通じた取り組み：草の根・人間の安全保障無償資金協
                                                  
622 緒方、前掲『転機の海外援助』、70－71 ページ。  











を参照。外務省ホームページ（「復興・人道支援」）   
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/afghanistan/f_shien_jindo.html 内海成治『アフガニスタン戦後復興支援日本















3 億円から年々拡大していき、1995 年度には 30 億円を計上するとともに、「草の根無償資
金協力」と改称した627。この援助は 2002 年までには 100 億円まで拡大を重ねる一方で、





こうして新たに設立された GGP の事業予算は、一件当たり平均 1000 万円程度を目安
としている（最大限度額 1 億円）。2003 年 4 月から 2006 年 3 月までの 3 年間の実績とし
ては、後に詳しく論じるとおり、件数にすると 4363 件、金額にすると累計約 387 億円の






                                                  
626 以下の、草の根・人間の安全保障無償資金協力創設までの経緯については、次を参考。外務省経済協力局政策課
『ODA50 年の成果と歩み』2004 年 10 月。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/pamphlet/oda_50/seika1.html 
627 外務省ホームページ（「草の根・人間の安全保障無償  予算・実績」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/4.html  
628 外務省ホームページ（「草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー」）    
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html  




http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/pdfs/j-1.pdf および平成 17 年度外務

































                                                  
631 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、17 ページ。  
632 同上。  
633 外務省『政府開発援助（ODA）白書』2004 年（平成 16 年）版資料編第 3 章第 1 節 1（2）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/siryo/sr3110205.htm および
2005 年（平成 17 年）版資料編第 3 章第 1 節 1（2）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/05_hakusho/ODA2005/html/siryo2/sl1110205.htm 参照。 
634 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、28－29 ページ。  
635 BHN については、本論第 1 章第 2 節参照。  





の図 9 である。 
 
図 9 草の根・人間の安全保障無償資金協力の流れ 
（出典：外務省『草の根・人間の安全保障無償資金協力』）  
 
このように GGP では、TFHS とは異なり、承認までのプロセスが基本的に在外公館
による 1 段階の審査のみとなっている。GGP の第三の特徴は迅速性にあり、申請から実施
までの期間が、たとえば一般無償では通常 2～3 年かかるのに対して、GGP では数週間か
ら数ヶ月間とされている637。 
 
                                                  




創設されて以来まだ 4 年しか経っておらず、そのうち公表されているデータは、2003 年
から 2005 年までの 3 年分である。しかし、GGP の特徴を分析するのに、その 3 年間の累
計データだけでは、TFHS の 7 年間と比べると決して十分とはいえないため、前身である
「草の根無償資金協力」からの変遷として見ていくことにする。その対象時期としては、
本論第 3 章第 2 節の分類に則り、日本の人間の安全保障外交にとって形成期にあたる 1999
年から 2005 年までとする。 
 
 
表 10 草の根無償資金協力および GGP 承認案件の年度別件数と予算額 
  件数 予算額（億円） 
1999 1264 69.97 
2000 1523 84.88 
2001 1731 99.86 
2002 1415 94.97 
2003 1425 114.97 
2004 1306 128.96 
2005 1633 143.75 
計 10296 737.36 
外務省『我が国の政府開発援助の実施状況に関する年次報告』1999 年度版、『政府開










































る。実際、草の根無償の頃の 1 件あたりの平均予算は約 500 万円であったのに対して、現
在の GGP では約 870 万円にのぼっている638。 
このような全体的な傾向をさらに詳しく分析するため、次に、事業の内容を対象分野
と地域に分類して掘り下げていく。 
                                                  




表 11 分野別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
552  599  771  673  605  601  773 
教育・研究 
43.7% 39.3% 44.5% 47.6% 42.5% 46.0% 47.3% 
300  349  376  285  280  229  310 
保健・医療 
23.7% 22.9% 21.7% 20.1% 19.6% 17.5% 18.9% 
279  352  371  311  339  256  350  
民生・環境 
22.1% 23.1% 21.4% 22.0% 23.8% 19.6% 21.4% 
84  111  114  66  87  84  84  
農林・水産 
6.6% 7.3% 6.6% 4.7% 6.1% 6.4% 5.1% 
26  24  29  26  55  68  55  
通信・運輸 
2.1% 1.6% 1.7% 1.8% 3.9% 5.2% 3.4% 
23  88  70  54  59  68  61 
その他 
1.8% 5.8% 4.0% 3.8% 4.1% 5.2% 3.7% 
計 1,265  1,524  1,732  1,416  1,426  1,307  1,633 























表 12 分野別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
28.60  31.28  42.42  41.38  44.45  48.00  68.90  
教育・研究 
40.8% 36.9% 42.5% 43.6% 38.7% 37.2% 48.0% 
18.70  20.53  22.34  19.89  22.28  20.85  26.94  
保健・医療 
26.7% 24.2% 22.4% 20.9% 19.4% 16.2% 18.7% 
14.90  16.90  20.56  18.90  25.29  27.20  31.57  
民生・環境 
21.3% 19.9% 20.6% 19.9% 22.0% 21.1% 22.0% 
4.60  6.43  6.60  4.07  6.22  5.87  6.41  
農林・水産 
6.6% 7.6% 6.6% 4.3% 5.4% 4.6% 4.5% 
1.50  1.57  1.65  1.98  4.27  13.18  3.91  
通信・運輸 
2.1% 1.8% 1.7% 2.1% 3.7% 10.2% 2.7% 
1.80  8.16  6.27  8.73  12.43  13.85  5.93  
その他 
2.6% 9.6% 6.3% 9.2% 10.8% 10.7% 4.1% 
計 71.07  85.77  100.78  95.86  115.83  129.84  143.69  
























割を占めている。この傾向は、2003 年の GGP 設立によってもほとんど変わりはなく、こ
れまで一貫して教育・研究分野を最も重視してきたことがわかる。 
次いで、件数、金額ともにほぼ 2 割を占めているのが、保健・医療と民生・環境の 2
つの分野である。ただし、前者は全体的に減少傾向にあるのに対して、後者は GGP の開
始と相前後して、微増傾向にある。これら BHN に関する 3 分野の合計は、2003 年以降も
ほぼ変わることなく毎年 8 割で推移している。このことが示している通り、前身の草の根





れず、およそ 1 割未満の割合で推移している。ただ、例外的に 2004 年の通信・運輸分野
における予算配分の倍増は、イラクやアフガニスタンの復興支援によるインフラ整備等を












                                                  
639 外務省『ODA 白書』2004 年（平成 16 年）版から 2005 年（平成 17 年）版資料編第 3 章第 1 節参照。  
640 アフガニスタンでは 30 件、イラクでは 9 件にのぼる。前掲、ODA ホームページ（「約束状況」）参照。  
641 外務省中東アフリカ局担当者への筆者によるインタビュー。2006 年 3 月 31 日、東京。  
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表 13 地域別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
443  569  699  490  427  352  458  
アジア 
35.0% 37.4% 40.4% 34.6% 30.0% 27.0% 28.0% 
276  315  323  234  177  117  180  
アフリカ 
21.8% 20.7% 18.7% 16.5% 12.4% 9.0% 11.0% 
123  135  154  169  300  350  226  
中東 
9.7% 8.9% 8.9% 11.9% 21.1% 26.8% 13.8% 
288  343  375  380  385  357  613  
中南米 
22.8% 22.5% 21.7% 26.9% 27.0% 27.3% 37.5% 
97  108  103  91  84  85  102  
大洋州 
7.7% 7.1% 6.0% 6.4% 5.9% 6.5% 6.2% 
37  53  77  51  52  45  54  
欧州 
2.9% 3.5% 4.4% 3.6% 3.6% 3.4% 3.3% 
計 1,264  1,524  1,732  1,416  1,426  1,307  1633 






















表 14 地域別予算額(億円)の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
28.00  35.14  44.38  37.63  36.22  31.98  38.66  
アジア 
40.0% 41.4% 44.5% 39.6% 31.5% 24.8% 26.9% 
14.23  17.32  15.72  14.10  11.34  9.86  14.60  
アフリカ 
20.3% 20.4% 15.7% 14.8% 9.9% 7.6% 10.2% 
6.25  7.12  8.02  10.71  29.64  52.66  31.84  
中東 
8.9% 8.4% 8.0% 11.3% 25.8% 40.8% 22.2% 
15.29  17.35  21.94  24.78  27.98  25.93  48.07  
中南米 
21.9% 20.4% 22.0% 26.1% 24.3% 20.1% 33.4% 
4.00  4.72  5.56  4.78  6.93  5.93  6.62  
大洋州 
0.0% 5.6% 5.6% 5.0% 6.0% 4.6% 4.6% 
2.17  3.21  4.22  2.95  2.85  2.61  3.94  
欧州 
0.0% 3.8% 4.2% 3.1% 2.5% 2.0% 2.7% 
計 69.97  85.82  99.84  95.92  115.95  129.95  143.73  






















図表 13 と 14 は、事業の内容を『ODA 白書』に基づいて六つの地域に分類し、その 7
年間の推移を件数と予算額から見たものである。 









相として 8 年ぶりの中南米訪問を果たした小泉が、「日・中南米 新パートナーシップ構

















                                                  
642 アフガニスタンでは 228 件、イラクでは 44 件の支援が実施されている。前掲、ODA ホームページ（「約束状況」）
参照。  
643 外務省ホームページ（「小泉総理大臣の中南米訪問」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/latinamerica_04/latin_gh.html  
644 東京宣言「日本と中米、未来に向けた友情」（2005 年 8 月 22 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/latinamerica/j_latin05/t_sengen.html 


































                                                  
646 前掲『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』、19 および 32 ページ。  
647 外務省の報告書においても、同様の見解が見られる。前掲、『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム
評価調査報告書』、 iv ページ。  
648 実際、イラクでの復興支援に携わった外務省の担当者は、「予算の規模が拡大されて助かった」と述べている。
前掲、中東アフリカ局担当者への筆者によるインタビュー。2006 年 3 月 31 日、東京。  
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第 3 節 二国間技術協力・無償資金協力を通じた取り組み：国際協力機構（JICA）に
よる開発支援活動 
1. 概要 










されることになる。こうして新たなスタートを切ったのが、現在の JICA である651。図 15
は、そのような JICA の組織的変遷をまとめたものである。 
 
図 15 JICA の組織的変遷 
＊海外技術協力事業団設立にともない、アジア協会、メコン河総合開発調査会は解散、ラテンアメリカ協会、国
際建設技術協会の委託業務は OTCA が継承。出典：外務省経済協力局政策課『ODA50 年の成果と歩み』2004 年 10
月 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/pamphlet/oda_50/ayumi1.html より筆者抜粋。  
 
海外に 56 の事務所を置く JICA の主要な業務は、技術協力と無償資金協力の二つに大
別される652。日本の ODA の枠組みで実施されるそれぞれの援助形態のうち、JICA の担当
は技術協力については全体の約 5 割、無償資金協力については約 6 割を占める653。 





651 本節における JICA に関連するデータは、特に断りのある場合を除き、基本的に、国際協力事業団『国際協力事
業団（JICA）年報』国際協力出版会（2003 年版まで）、国際協力機構『国際協力機構（JICA）年報』国際協力出版
会（2004 年版から）  http://www.jica.go.jp/about/index.html 、外務省『外交青書』
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/index.html 、同『政府開発援助（ODA）白書』
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/index/shiryo/hakusyo.html に依拠している。また、JICA 年報のデータに
関して、JICA 総務部の野村昌弘氏より御教示頂いた。  
652 JICA による技術協力については、次も参考にした。三好皓一「技術協力」後藤一美他編著『日本の国際開発協
力』日本評論社、2005 年、113－135 ページ。  








JICA は 2005 年３月までに、技術協力専門家、調査団員、青年海外協力隊員、シニア
海外ボランティアなど、累計 30 万 7774 人の要員を 166 ヶ国・地域に派遣し、また、累計
























                                                                                                                                                            
－54 ページ。  
654 『国際協力機構年報』2006 年版、29 ページ。『ODA 白書』2004 年版。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/04_hakusho/ODA2004/html/honpen/hp101010000.htm  
655 以下、特に断りのある場合を除き、両年報を『JICA 年報』と表記する。  







JICA 事業の実績は、技術協力については、1974 年の設立以来 2005 年までの累計で、
約 3 兆 2291 億円にのぼる657。同じく、JICA が実施促進業務を担当した無償資金協力に





















                                                  
657 『JICA 年報』2006 年版資料編 CD－ROM より。  
658 『JICA 年報』2006 版、32 ページ。  
659 なお、国際協力事業団として発足した 1974 年から 2005 年までの JICA 予算の累計は、約 3 兆 9267 億円にのぼ
る。前掲『JICA 年報』2006 版、32 ページ。  
660 JICA の独立行政法人化については、『JICA 年報』2003 年版（特集「新生 JICA」）ならびに 2004 年版（特集「JICA
改革の実践」および JICA 中期目標、中期計画）参照。  
661 JICA 改革プラン発表（2004 年 3 月 22 日）http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html  
662 「JICA 改革プラン」の詳細については、本論の主旨とは離れるためここでは省略するが、前掲『JICA 年報』
2004 年版および 2005 年版（特集「JICA 改革の実践」）等を参照されたい。  
663 この改革プランの実践によって、ある程度の成果が出てきていることを受けて、2005 年 3 月に緒方理事長は、
さらに「JICA 改革プラン第 2 弾」を発表し、「国内事業の改革」と「国内機関の再編」を打ち出した。JICA 緒方理
事長「JICA 改革プラン第 2 弾」発表（2005 年 3 月 28 日）http://www.jica.go.jp/press/2005/0503282.html  






















                                                  
665 国際協力機構「なぜいま、人間の安全保障か―『人間の安全保障』の具体化に向けて」『JICA frontier』国際協
力出版会、第 63 号（2004 年 10 月）、6－15 ページ。  
666 この点については、たとえば、前掲『JICA 年報』2004 版、19－20 ページ。  
667 前掲『monthly JICA』2005 年 10 月号   
668 この点については、たとえば、前掲『JICA frontier』第 63 号（2004 年 10 月）、および第 70 号（2005 年 5 月）
から第 74 号（2005 年 9 月）で、具体的な取り組みが取り上げられている。  
669 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html なお、
人間の安全保障以外の 4 つの基本方針は、「開発途上国の自助努力支援」、「公平性の確保」、「我が国の経験と知見の
活用」、「国際社会における協調と連携」である。  
670 同上  
671 下村恭民他『ODA 大綱の政治経済学』有斐閣、1999 年、88－95 ページ。  
672この点については、『JICA 年報』2004 年版、18 ページ。同 2005 年版、16 ページ。国際協力機構『monthly JICA』
国際開発ジャーナル社、2005 年 10 月号 http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0510/03.html 、42 ページ。前掲
『JICA frontier』第 63 号（2004 年 10 月）、8 ページなど。人間の安全保障導入に関して、JICA の出版物は、ほぼ
必ず ODA 大綱との関連について述べている。  
673 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf なお、独立行政法人である JICA
には、大きな自主性が与えられるとともに、その主務大臣である外務大臣の定めた中期目標の達成が求められる。







人国際協力機構中期計画」 http://www.jica.go.jp/about/ann2004/pdf/ann2004_53.pdf つまり、JICA 改革プランに
おける人間の安全保障の導入は、JICA 自身による主体的な選択であったといえる。  
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第三に、人間の安全保障概念に対して JICA は、UNDP による提唱以来、一定の関心




出は 1998 年版であり、同じく『外交青書』は 1999 年版であることから、少なくとも関心
のレベルでは、JICA が一足早くこの概念に注目していたことが分かる681。また、1999 年
版の『JICA 年報』では、「人間の安全保障に関する国際的な協力への取り組み」と題する
特集が組まれており、本論第 2 章第１節で論じた UNDP による人間の安全保障概念と、




                                                  
674 たとえば、ニューヨークの国連代表部では、「『人間の安全保障』とともにそれを提唱してきたマダム緒方が、国
際社会で高い評価を受けている。それは、日本で想像する以上のもの」。水上正史「JICA から世界の潮流を生み出
そう」前掲『JICA frontier』第 63 号（2004 年 10 月）、15 ページ。  
675 緒方貞子・勝俣誠・塩谷隆英「人間の安全保障―今、日本に何が求められるのか」総合研究開発機構『NIRA 政
策研究』vol.14 no.10（2001 年 10 月）、64－65 ページ。 []は引用者注。  
676 緒方貞子「JICA 理事長のメッセージ」『国際協力』2004 年 10 月号  
http://www.jica.go.jp/jicapark/kokusai/0410/01.html  
677 緒方貞子編『転機の海外援助』NHK 出版、2005 年、4 ページ。  
678 実際、緒方は、JICA 改革プランの発表よりも先に、理事長就任直後から、既に JICA の活動に人間の安全保障
を反映させていくことを明言していた。JICA のホームページによれば、理事長に就任した翌月の 2003 年 11 月に
は、既に「社会や国民に焦点を当てた『人間の安全保障』の考え方を踏まえて、途上国の社会経済の発展に貢献し
てまいります」とのメッセージを発表している。http://www.jica.go.jp/greeting/01.html なお、このメッセージに
2003 年 11 月との年月は記載されていないが、この点に関しては、JICA 総務部広報室の矢部優慈郎氏に御教示頂い
た。  
679 『JICA 年報』1997 年版、8－10 ページ。  
680 同上、206 ページ。  
681 ただし、『ODA 白書』は「人間中心の開発」を既に 1996 年版で取り上げている。この点に関する『外交青書』
の記述については、本論第 3 章第 2 節を参照。  
682 『JICA 年報』1999 年版、27－30 ページ。  































                                                                                                                                                            
のがある、という論調や、平和構築分野で活動を展開していく上で留意すべき「補論」にとどまっている。つまり、
この段階ではまだ、人間の安全保障を注目すべき援助の新しい潮流の一つとして捉える以上の高い関心は、生まれ
ていなかった。前者の見解については、『JICA 年報』1999 年版、29―30 ページ。後者については、前掲『平和構
築』、9 ページ。  
684 JICA は開発援助の実施機関として、これまでより大きな責任を担うことになり、緒方の理事長就任前から、「改
革を進め、もっと仕事をする組織になりたい」という機運が高まっていた。前掲『JICA frontier』第 63 号、4 ペー
ジ。前掲「JICA 理事長のメッセージ」。なお、「独立行政法人通則法」は、国の関与を必要最小限に抑え、実施段階
でできるだけ大きな裁量を法人に与える、という考えのもとに設計されている。独立行政法人通則法（1999 年 7 月
16 日）  http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO103.html 
685 この点に関しては、緒方、前掲『転機の海外援助』、74―79 ページ。『ODA 白書』2005 年版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/03_hakusho/ODA2003/html/siryo/sr3150000.htm 
686 このワークショップについては、前掲『JICA frontier』、6－15 ページ。  
687 同上、8 ページ。  





























                                                  
689 水上、前掲「JICA から世界の潮流を生み出そう」、15 ページ。なお、2005 年の ODA 中期政策について議論さ
れた、第 14 回から第 20 回の ODA 総合戦略会議において、その議事録には特に記録されていないが、その類似性





（ODA 中期政策の出典については既出）  
690 牧野耕司「JICA の貧困削減援助へのインプリケーション」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年
11 月、50 ページ。  
691 この点については、あらゆる機会に JICA 自身が言及している。たとえば、「JICA の人間の安全保障『七つの視
点』」http://www.jica.go.jp/infosite/security/02.html  
692 前掲『JICA frontier』、6 ページ。  
693 同上、4 ページ。  
694 このケースに関する以下の記述については、『JICA 年報』2005 年版、17－18 ページ。JICA ホームページ  
































年から 2005 年までの 2 年分である。しかし、JICA による開発支援活動の特徴を分析する
のに、その 2 年間の累計データだけでは、TFHS の 7 年間と比べると決して十分とはいえ
ない。したがって、GGP と同様に、その単独の累計を取り上げるのではなく、独立行政法
                                                  






しては、本論第 3 章第 2 節の分類と同様に、日本の人間の安全保障外交にとって形成期の












表 16 JICA による技術協力案件の年度別人数実績と予算額 
  人数実績（人） 予算額（億円） 
1999 36459 1550.67  
2000 36532 1562.50  
2001 39966 1657.88  
2002 37474 1585.46  
2003 33622 1493.30  
2004 38652 1462.34  
2005 43550 1457.06  
計 222705 10769.21  
出典： 『JICA 年報』2000 年から 2006 年度版をもとに筆者作成 698 
 
 
                                                  
697 この点に関しては、JICA 総務部の野村昌弘氏より御教示を頂いた。  
698 以下、本節での図表の出典は全て同じ。  
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ここにあげた図表 16 は、JICA によって実施された技術協力案件の人数実績とその予
算額を、1999 年から 2005 年まで年度別にまとめたものである。これによれば、2001 年
以降、ODA 予算の削減に伴い、JICA の全体的な予算額は減少の一途をたどっている。そ
れに対して人数実績は、独立行政法人化された 2003 年に最低規模となった後、JICA 改革
プランに本格的に取り組み始めた 2004 年には、増加に転じている。これは、同改革プラ
ンにおいて、「効果・効率性、迅速性」を図る一環として、業務経費の節減に取り組んだ成






                                                  

























表 17 【JICA 技術協力】分野別人数実績（人）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
人数 人数 人数 人数 人数 人数 人数 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
5734 7259 8549 7044 7086 7581 13049 計画・行政 
15.7% 19.9% 21.4% 18.8% 21.1% 19.6% 30.0% 
6150 5580 5801 5350 4598 5614 6232 公共・公益 
16.9% 15.3% 14.5% 14.3% 13.7% 14.5% 14.3% 
6005 6140 6363 5792 5736 5395 5501 農林・水産 
16.5% 16.8% 15.9% 15.5% 17.1% 14.0% 12.6% 
2690 2800 2634 1927 1711 1853 1558 鉱工業 
7.4% 7.7% 6.6% 5.1% 5.1% 4.8% 3.6% 
857 996 980 913 930 868 898 エネルギー 
2.4% 2.7% 2.5% 2.4% 2.8% 2.2% 2.1% 
1103 1333 1353 1448 1128 1215 1185 商業・観光 
3.0% 3.6% 3.4% 3.9% 3.4% 3.1% 2.7% 
6386 6314 8315 8704 5993 7584 8361 人的資源 
17.5% 17.3% 20.8% 23.2% 17.8% 19.6% 19.2% 
5294 4229 4429 4569 4249 5238 4640 保健・医療 
14.5% 11.6% 11.1% 12.2% 12.6% 13.6% 10.7% 
935 698 498 502 720 2099 806 社会福祉 
2.6% 1.9% 1.2% 1.3% 2.1% 5.4% 1.9% 
1305 1183 1044 1225 1471 1205 1320 その他 
3.6% 3.2% 2.6% 3.3% 4.4% 3.1% 3.0% 








表 18 【JICA 技術協力】分野別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
182.26 201.05 202.78 193.46 198.08 207.21 219.91 計画・行政 
12.8% 13.5% 13.4% 14.3% 15.5% 16.9% 18.3% 
283.33 304.71 297.17 266.06 235.95 219.95 249.33 公共・公益 
20.0% 20.4% 19.6% 19.6% 18.4% 18.0% 20.7% 
300.59 313.38 304.01 252.73 228.14 200.36 190.85 農林・水産 
21.2% 21.0% 20.0% 18.6% 17.8% 16.4% 15.9% 
143.43 141.82 134.94 99.40 78.10 68.76 52.86 鉱工業 
10.1% 9.5% 8.9% 7.3% 6.1% 5.6% 4.4% 
38.67 40.03 41.05 34.06 36.74 30.20 28.48 エネルギー 
2.7% 2.7% 2.7% 2.5% 2.9% 2.5% 2.4% 
31.02 34.30 38.94 30.08 30.08 30.72 32.90 商業・観光 
2.2% 2.3% 2.6% 2.2% 2.4% 2.5% 2.7% 
181.97 201.53 222.50 216.80 220.10 208.81 207.66 人的資源 
12.8% 13.5% 14.7% 16.0% 17.2% 17.1% 17.2% 
177.21 174.88 191.61 170.38 154.61 148.34 132.87 保健・医療 
12.5% 11.7% 12.6% 12.6% 12.1% 12.1% 11.0% 
28.18 25.10 22.69 22.04 20.57 31.93 26.35 社会福祉 
2.0% 1.7% 1.5% 1.6% 1.6% 2.6% 2.2% 
52.75 55.91 61.16 72.50 77.32 78.14 62.80 その他 
3.7% 3.7% 4.0% 5.3% 6.0% 6.4% 5.2% 








                                                  














































































表 19 【JICA 技術協力】地域別人数実績（人）の推移 
                                                  
701 『JICA 年報』2006 年版、56 ページ。  
702 この点については、『JICA 年報』2000 年版、27－33 ページ。ならびに、前掲『平和構築―人間の安全保障の確
保に向けてー』を参照されたい。   
703 JICA の国際緊急援助隊については、http://www.jica.go.jp/activities/jdrt/index.html  
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 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
人数 人数 人数 人数 人数 人数 人数 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
20950 20808 23908 21758 17768 19047 15203 アジア 
57.6% 57.2% 60.0% 58.3% 53.0% 49.4% 40.9% 
4556 4580 5232 4907 4587 5811 11804 アフリカ 
12.5% 12.6% 13.1% 13.2% 13.7% 15.1% 31.7% 
2976 2651 2229 2546 2957 3455 3430 中東 
8.2% 7.3% 5.6% 6.8% 8.8% 9.0% 9.2% 
5830 6147 6436 6007 6108 6052 5095 中南米 
16.0% 16.9% 16.2% 16.1% 18.2% 15.7% 13.7% 
1088 1175 1202 1190 1199 1189 989 大洋州 
3.0% 3.2% 3.0% 3.2% 3.6% 3.1% 2.7% 
959 1025 831 892 910 991 674 欧州 
2.6% 2.8% 2.1% 2.4% 2.7% 2.6% 1.8% 






                                                  




















表 20 【JICA 技術協力】地域別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
636.39 681.62 742.84 673.89 609.21 566.67 540.91 アジア 
45.2% 46.2% 49.5% 50.1% 47.9% 46.6% 45.6% 
234.55 241.58 240.41 208.17 197.55 212.03 226.53 アフリカ 
16.7% 16.4% 16.0% 15.5% 15.5% 17.4% 19.1% 
145.67 151.73 121.46 127.40 139.82 131.74 133.29 中東 
10.3% 10.3% 8.1% 9.5% 11.0% 10.8% 11.2% 
308.19 311.73 318.19 255.61 241.93 223.17 211.84 中南米 
21.9% 21.1% 21.2% 19.0% 19.0% 18.3% 17.8% 
42.03 46.90 46.81 45.48 46.04 45.56 44.79 大洋州 
3.0% 3.2% 3.1% 3.4% 3.6% 3.7% 3.8% 
40.81 41.94 31.47 34.80 37.91 37.06 29.51 欧州 
2.9% 2.8% 2.1% 2.6% 3.0% 3.0% 2.5% 
















                                                  













































                                                  
706 技術協力経費の総額では、インドネシア、中国、ベトナム、タイ、フィリピン、カンボジアの 6 カ国で、ほぼ毎
年被援助国の 5 位までを占めている。『JICA 年報』2006 年版資料編（CD-ROM）参照。  
707 部内には、東部、中西部、南部アフリカチームを置くとともに、JICA 本部内にも、アフリカに関連する関係各
部の参加を得て進める「アフリカ支援対策会議」を設置し、JICA 全体でアフリカ支援に取り組む体制を整えている。
この点については、「JICA 改革プラン発表」（2004 年 3 月 22 日）  http://www.jica.go.jp/press/2004/040322.html 
『JICA 年報』2004 年版、26－27 ページ。同 2005 年版、52－56 ページ。  
708 前掲『転機の海外援助』、27 ページ。  
709 たとえば、シニア・ボランティアの人件費は、一人当たり年平均 340 万円の削減を行なった。このような取り組
みについては、前掲『JICA 年報』2004 年版、22 ページ。JICA「財務省の予算執行調査結果に対する JICA の考え」
（2006 年 7 月 5 日）などを参照。  
710 牧野耕司「人間の安全保障と援助」秋山孝允・笹岡雄一編著『日本の開発援助の新しい展望を求めて』国際開発





























                                                  
711 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 2 月号、42 ページ。JICA ホームページ（セネ
ガル共和国における JICA 事業の概要）http://www.jica.go.jp/infosite/regions/senegal/02.html 




714 前掲『monthly JICA』、2006 年 10 月号、46 ページ。  




716 国際協力機構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 4 月号、42 ページ。磯田厚子「研修の成果と
総括」国際協力機構『2005 年度 NGO-JICA 相互研修報告書』、2005 年。本報告書については、JICA ホームページ





表 21 JICA による無償資金協力案件の年度別件数と予算額 
  件数 予算額（億円） 
1999 241 1612.49  
2000 255 1506.44  
2001 236 1479.60  
2002 193 1150.91  
2003 202 929.80  
2004 190 935.54  
2005 205 934.41  




と予算額を、1999 年から 2005 年にわたって年度別にまとめたものである。これによれば、
総じて、予算額に準じて件数も減少していることがわかる。とりわけ、予算額の減少は著




                                                  


























表 22 【JICA 無償資金協力】分野別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
4 2 3 3 3 3 3 計画・行政 
1.7% 0.8% 1.3% 1.6% 1.5% 1.6% 1.5% 
77 92 85 77 67 62 71 公共・公益 
32.0% 36.1% 36.0% 39.9% 33.2% 32.6% 34.6% 
74 72 65 31 31 35 31 農林・水産 
30.7% 28.2% 27.5% 16.1% 15.3% 18.4% 15.1% 
0 0 0 1 0 1 0 鉱工業 
0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 
7 3 5 7 6 6 4 エネルギー 
2.9% 1.2% 2.1% 3.6% 3.0% 3.2% 2.0% 
0 0 0 0 0 0 0 商業・観光 
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
23 28 32 30 43 46 53 人的資源 
9.5% 11.0% 13.6% 15.5% 21.3% 24.2% 25.9% 
34 41 30 24 31 28 23 保健・医療 
14.1% 16.1% 12.7% 12.4% 15.3% 14.7% 11.2% 
20 17 16 19 21 8 20 社会福祉 
8.3% 6.7% 6.8% 9.8% 10.4% 4.2% 9.8% 
2 0 0 1 0 1 0 その他 
0.8% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 
計 241 255 236 193 202 190 205 











表 23 【JICA 無償資金協力】分野別予算額（億円）の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 分野 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
25.09 8.30 26.50 10.26 21.80 17.05 38.59 計画・行政 
1.7% 0.6% 1.9% 0.9% 2.3% 1.9% 2.5% 
585.72 587.50 556.09 539.99 357.04 312.86 740.08 公共・公益 
39.1% 42.1% 40.4% 46.9% 38.4% 35.0% 48.7% 
378.00 347.71 353.86 159.41 140.80 137.84 206.11 農林・水産 
25.2% 24.9% 25.7% 13.9% 15.1% 15.4% 13.6% 
0.00 0.00 0.00 3.80 0.00 9.03 0.00 鉱工業 
0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 1.0% 0.0% 
56.08 41.26 31.55 46.49 46.14 25.49 36.57 エネルギー 
3.7% 3.0% 2.3% 4.0% 5.0% 2.8% 2.4% 
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 商業・観光 
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
184.24 138.33 207.72 182.72 164.97 187.29 250.37 人的資源 
12.3% 9.9% 15.1% 15.9% 17.7% 20.9% 16.5% 
200.42 216.90 151.24 130.89 149.95 167.65 191.81 保健・医療 
13.4% 15.5% 11.0% 11.4% 16.1% 18.7% 12.6% 
63.30 56.00 49.22 68.90 49.10 19.81 54.80 社会福祉 
4.2% 4.0% 3.6% 6.0% 5.3% 2.2% 3.6% 
7.02 0.00 0.00 7.98 0.00 17.61 0.00 その他 
0.5% 0.0% 0.0% 0.7% 0.0% 2.0% 0.0% 














ここに示した図表 22 と 23 は、技術協力と同様に『JICA 年報』に基づいて、事業の
内容を先述した 10 の分野に分類し、その 7 年間の推移を件数と予算額から見たものであ
る。これらによれば、件数と予算額の双方において、各対象分野はほぼ同様の増減傾向を
示しており、これまでのところ、公共・公益分野が最も主要な分野となっている。2005



























































                                                  
719 第 3 回アフリカ開発会議における小泉総理大臣基調演説 (2003 年 9 月 29 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekoi_0929.html および同資料編（CD-ROM）参照。  
720 『JICA 年報』2006 年版、54－57 ページ。  
721 緒方、前掲『転機の海外援助』、104 ページ。  
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表 24 【JICA 無償資金協力】地域別件数の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
72 90 90 79 91 87 90 アジア 
29.9% 35.3% 38.1% 40.9% 45.0% 45.8% 43.9% 
88 82 83 55 61 60 67 アフリカ 
36.5% 32.2% 35.2% 28.5% 30.2% 31.6% 32.7% 
21 17 15 15 15 15 10 中東 
8.7% 6.7% 6.4% 7.8% 7.4% 7.9% 4.9% 
45 43 32 31 22 11 23 中南米 
18.7% 16.9% 13.6% 16.1% 10.9% 5.8% 11.2% 
11 14 11 6 7 13 10 大洋州 
4.6% 5.5% 4.7% 3.1% 3.5% 6.8% 4.9% 
4 9 5 7 6 4 5 欧州 
1.7% 3.5% 2.1% 3.6% 3.0% 2.1% 2.4% 

























 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
520.61 486.05 541.96 471.29 384.35 373.74 658.68 アジア 
34.7% 34.8% 39.4% 40.9% 41.3% 41.8% 43.4% 
465.18 395.77 437.55 298.89 282.85 293.67 476.81 アフリカ 
31.0% 28.4% 31.8% 26.0% 30.4% 32.8% 31.4% 
212.84 154.30 117.45 119.02 78.10 89.04 165.15 中東 
14.2% 11.1% 8.5% 10.3% 8.4% 10.0% 10.9% 
233.48 247.67 178.11 173.31 132.84 53.51 122.72 中南米 
15.6% 17.7% 12.9% 15.1% 14.3% 6.0% 8.1% 
49.54 57.98 62.99 45.02 35.09 71.90 61.95 大洋州 
3.3% 4.2% 4.6% 3.9% 3.8% 8.0% 4.1% 
18.22 54.24 38.12 43.38 16.57 12.77 33.02 欧州 
1.2% 3.9% 2.8% 3.8% 1.8% 1.4% 2.2% 
計722 1499.87 1396.00 1376.18 1150.91 929.80  894.63  1518.33 
出典：表 16 に同じ 
 
 
                                                  


























間はほぼ増加の一途を辿り、2002 年以降は毎年 4 割以上の割合を占めるまでになってい
る。ただし、アジアが圧倒的に最多の対象地域となっている先述の技術協力の地域別配分
とは異なり、多少の増減は繰り返しながらも、アフリカがアジアに次いで 3 割以上の割合
を占めている。アジアとアフリカの両地域を合わせると、およそ 7 割となる。 
その他の地域に関しては、ほとんど変わることなく、中南米、中東、大洋州、欧州の







                                                  
723 この点については、次を参照。第 3 回太平洋サミット（「太平洋諸島諸国への日本の具体的な支援」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ps_summit/pif_3/factsheet.html 、『JICA 年報』2005 年版資料編（CD-ROM 




年 5 月 16－17 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ps_summit/pif_3/declaration.html  
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補論：アフガニスタン復興支援にみる 3 スキーム協働の展望 
以上、本章では、TFHS、GGP、JICA による支援について分析を行なってきた。ま






























                                                  
724 この点に関してはたとえば、緒方、前掲『転機の海外援助』、74―79 ページ。『ODA 白書』2005 年版
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/03_hakusho/ODA2003/html/siryo/sr3150000.htm 
725 前掲『monthly JICA』2005 年 10 月号   













あろうか。それを示したのが、次の表 26 である。 
 
表 26 日本政府によるアフガニスタン復興支援と人間の安全保障関連支援の実績（2001 年～2005 年の累計） 
単位（億円） 
  アフガニスタン支援実績 1,093.7 
  TFHS 10.7 
  (支援全体に占める割合) 0.98% 
  GGP 53.3 
  (支援全体に占める割合) 4.87% 
  JICA 99.2 
  (支援全体に占める割合) 9.07% 






ームページ「ODA 案件検索」。JICA については、『JICA 年報』2006 年版資料編参照。 
 
                                                  
727 「人間の安全保障国際シンポジウム－国際社会が様々な脅威に直面する時代におけるその役割－」での川口外務
大臣挨拶（2003 年 2 月 25 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekw_0225.html 平成 17 年度外務
省第三者評価『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』2006 年 3 月、21－22 ページ。
『平成 17 年度外務省政策評価書』、299 ページ。田瀬和夫・武見敬三「人間の安全保障と日本の役割」東海大学平
和戦略国際研究所編『21 世紀の人間の安全保障』東海大学出版会、2005 年、144－145 ページ。牧野耕司「JICA
の貧困削減援助へのインプリケーション」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年、14 ページなど。  
728 JICA のデータについては、比較的細かい情報まで公開が進んでいるといえるが、TFHS と GGP については、
案件の詳しい内容までは公開されていない。この点については、HSU のワタナベ・マユミ氏から御教示頂いた。  
729 この点についてはたとえば、外務省『日本のアフガニスタンへの貢献』、2007 年 3 月。  













事業の下で卒業した兵士達は、別の地域での DDR 実施のため、再び GGP に基づいて実施
される職業訓練施設の建設に従事することが想定されていた733。このような GGP と JICA
の連携によって、4000 人から 5000 人の兵士が職業訓練を受けることができた734。 








て TFHS と JICA の連携が模索された738。 





                                                  
731 外務省ホームページ（草の根・人間の安全保障無償ー人間の安全保障分野における支援の強化ー）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/oda_ngo/kaigai/human_ah/1.html  
732 平成 17 年度外務省第三者評価『平和の構築に向けた我が国の取り組みの評価』報告書、2006 年 3 月、67－68
ページ。  
733 前掲『平和の構築に向けた我が国の取り組みの評価』、116 ページ。  
734 同上、73 ページ。  
735 OCHA ホームページ（Rebuilding Urban Communities: Upgrading of Informal Settlements）  
http://ochaonline3.un.org/HumanitarianIssues/HumanSecurity/TrustFund/ProjectProfiles/AfghanistanReducin
gillicitdrug/tabid/1301/Default.aspx 
736 UN-Habitat ホームページ (Rebuilding Urban Communities in Afganistan: Upgrading of Informal 
Settlements) 
 http://www.unhabitat.org/content.asp?cid=4907&catid=245&typeid=13&subMenuId=0  
737 UN-Habitat ホームページ（Major Japannese funding for human settlements upgrading in Afganistan）
http://www.unhabitat.org/content.asp?cid=1675&catid=245&typeid=6&subMenuId=0  


















                                                  
739 駒野欽一『私のアフガニスタン』明石書店、2005 年、168－169 ページ。また、前掲『平和の構築に向けた我が
国の取り組みの評価』、85－86 ページも参照。  
 163 
第 5 章 日本外交における「人間の安全保障」政策の総括的検討 








1994 年に UNDP が「人間の安全保障」を提唱して後、カナダ外交におけるこの概念
















                                                  
740 Department of Foreign Affairs and International Trade, Canada in the World: Government Statement. 
Ottawa: DFAIT, 1995 http://www.dfait-maeci.gc.ca/foreign_policy/cnd-world/menu-en.asp また、この報告書につ
いては、次も参照されたい。David Malone, “Foreign Policy Reviews Reconsidered,” International Journal, vol.56, 
issue 4(Autumn 2001), pp.555-578; Greg Donaghy, “All God's Children: Lloyd Axworthy, Human Security And 
Canadian Foreign Policy, 1996-2000,” Canadian Foreign Policy, Vol. 10, No. 2 (Winter 2003), p.41; 塚田洋「カナ
ダ外交における『人間の安全保障』」『レファレンス』第 651 号（2005 年 4 月）、56－57 ページ。吉田文彦『「人間
の安全保障」戦略』岩波書店、2004 年、128 ページ。  
741 1948 年から 1988 年の冷戦期 41 年間に設立された国連 PKO の数は 15 件であったのに対し、1989 年から 2007
年（1 月現在）までの 18 年間では、その数は 46 件に達する。外務省ホームページ（PKO データ集）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/pko/pdfs/ichiran.pdf そのうち、1993 年 6 月までに設置された 35 件すべての
PKO に、カナダは世界で唯一参加している。吉田健正『国連平和維持活動―ミドルパワー・カナダの国際貢献』彩
流社、1994 年、12－13 ページ。なお、PKO についてはたとえば、上杉勇司『変わりゆく国連 PKO と紛争解決』
明石書店、2004 年を参照。  
742 Malone, op.cit., p.576. 唯一の具体的な制度的イニシアティブは、新たに地球的問題群の対処に焦点を当てた「地
球問題局（Global Issues Bureau）」の設置であった。Fen Osler Hampson, Norman Hillmer and Maureen Appel 
Molot, “The Return to Continentalism in Canadian Foreign Policy,” in Hampson et al. eds., The Axworthy 
Legacy: Canada among Nations 2001, Oxford: Oxford Univ Press, 2001, p.2 
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743 Lloyd Axworthy, “Introduction,” in Rob McRae and Don Hubert, eds., Human Security and The New 
Diplomacy, Montreal and Kingston: McGill-Queen’s University Press, 2001, p.9. []内は引用者注。  
744 外相就任から 3 ヵ月後、第 52 期国連人権委員会で行なったスピーチでは、「個人の安全保障（ individual 
security）」という表現にとどまっている。Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An 
Address by the Honourable Lloyd Axworthy, Minister of Foreign Affairs to the 52nd Session of the United 
Nations Commission on Human Rights,” Geneva, Switzerland, April 3, 1996. 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=376963&Language=
E&docnumber=96/10  
745 G7Lyon Summit Chairman's Statement (Lyon, 29 June 1996) 
http://www.mofa.go.jp/policy/economy/summit/1996/presid.html ただし日本の外務省は、この議長声明における
human security の翻訳として、「人間の安全」をあてている。G7 リヨン・サミット議長声明（1996 年 6 月 29 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/lyon/seimei.html#0-a 本論第 3 章第 2 節で述べたとおり、これは今日
から見れば、まだ日本が積極的に人間の安全保障を推進するには至っていなかったことを端的に示すものといえよ
う。  
746 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs to the 51st General Assembly of the United Nations,” New York 
September 24, 1996 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377017&Language=
E&docnumber=96/37  
747 この点については、たとえば次を参照。Akiko Fukushima, Human Security: Comparing Japanese And  







対人地雷全面禁止条約（オタワ条約）とは、1997 年 12 月、カナダのオタワにおいて、
122 カ国によって署名された条約であって、対人地雷の使用、貯蔵、生産、移譲を禁止し、
その廃棄を定めたものである749。1999 年 3 月に発効し、これまで 153 カ国によって批准















                                                  
748 これら以外にも、人間の安全保障に関するカナダの取り組みをあげることはできるが、ここでは、具体的な形と
して結実し、国際社会に一定のインパクトを与えたものに焦点を当てる。なお、この他のカナダの取り組みについ
ては、Rob McRae and Don Hubert, eds., Human Security and The New Diplomacy, Montreal: McGill-Queen’s 
University Press, 2001; ユルゲン・デーデリング「国連安全保障理事会と人間の安全保障」篠田英朗・上杉勇司編
『紛争と人間の安全保障』国際書院、2005 年など。  
749 同条約の正式名称は、「対人地雷の使用、貯蔵、生産及び移譲の禁止並びに廃棄に関する条約（Convention on the 
Prohibition of the Use, Stockpiling, Production and Transfer of Anti-Personnel Mines and on Their 
Destruction）」である。最新の批准国等の情報については、ICBL ホームページより  
http://www.icbl.org/treaty/members また、他に次も参考にした。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典（改訂
版）』東京書籍、2003 年、463 ページ（「対人地雷禁止条約」の項）。外務省軍縮不拡散・科学部編（日本国際問題
研究所軍縮・不拡散促進センター協力）『日本の軍縮・不拡散外交（第三版）』2006 年（平成 18 年）版、137－144
ページ。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/gun_hakusho/2006/pdfs/hon1_5.pdf  
750 David Bosold and Sascha Werthes, “Human Security in Practice: Canadian and Japanese Experiences,” 
International Politics and Society, issue1, 2005, p.89 
751 足立研幾『オタワ・プロセス』有信堂、2004 年、第 2 章。塚田洋「カナダの『人間の安全保障』外交」『立法と
調査』第 242 号（2004 年 7 月）、45 ページ。目加田説子『国境を越える市民ネットワーク』東洋経済新聞社、2003
年、68－74 ページ。なお、特に断りのある場合を除き、以下で「地雷」という場合は「対人地雷」を指している。 
752 U.S. Department of State, Bureau of Political-Military Affairs, Hidden Killers: The Global Landmine Crisis 
1994, Washington, DC, January 1994 http://www.state.gov/www/global/arms/rpt_9401_demine_toc.html  
753 目加田、前掲、69 ページ。  
754 この点についてはたとえば、以下を参照。International Committee of the Red Cross, Landmines must be 






















そのような現実を前に、1990 年代に入ると、一部の国際機関や NGO による地雷規制
への取り組みが活発化するようになる。なかでも、欧米の六つの NGO は、1992 年に国際





                                                  
755 同条約の正式名称は、「過度に傷害を与え又は無差別に効果を及ぼすことがあると認められる通常兵器の使用の
禁止又は制限に関する条約（The Convention on Prohibitions or Restrictions on the Use of Certain Conventional 
Weapons Which May Be Deemed to Be Excessively Injurious or to Have Indiscriminate Effects）」外務省ホーム




756 この点については、Arms Project of Human Rights Watch and Physicians for Human Rights, Landmines: A 
Deadly Legacy, New York: Human Rights Watch, 1993, pp.266-297; 足立、前掲、39－40 ページ。目加田、前掲、
70－71 ページなどを参照。  
757 猪口孝他編『国際政治事典』弘文堂、2005 年、489 ページ（「新冷戦」の項）。足立、前掲、41 ページ。  
758  Anita Par, “Toward a global ban on landmines,” International Review of the Red Cross, no 307, 1995, p.391 
759 以下、この点についてはたとえば次を参照。Richard A. Matthew, Bryan McDonald and Kenneth R. Rutherford, 
eds., Landmines and Human Security: International Politics and War's Hidden Legacy, New York: State 
University of New York Press, 2004 特に第 2 章。  
760 ICBL については、同キャンペーンのホームページ  http://www.icbl.org/ ならびに、Stephen Goose and Jody 
Williams, “The Campaign to Ban Antipersonnel Landmines: Potential Lessons,” in Matthew et al. eds., ibid., 
pp.239-249.; 目加田、81－113 ページ。足立、55－61 ページなどを参照。  




足時 6 団体であった ICBL は、1997 年にノーベル平和賞を受賞した時には、世界各地から
約 1000 団体が参加する運動に発展していた762。 
こうして急速に世界で支持を拡大していった ICBL は、当初、1995 年 9 月に開催され
る CCW 再検討会議を通じて対人地雷の全面禁止を実現しようとしていた763。しかし、休


















                                                  
762 「朝日新聞」、1997 年 10 月 11 日（朝刊）。なお、現在（2006 年 9 月）では、90 カ国以上から 1400 を超える団
体が参加している。ICBL ホームページ  http://www.icbl.org/tools/faq/campaign/what_is_icbl  
763 Jody Williams and Stephen Goose, “The International Campaign to Ban Landmines,” in Maxwell A. 
Cameron, Robert J. Lawson and Brian W. Tomlin, eds., To Walk Without Fear: The Global Movement to Ban 
Landmines, Oxford: Oxford University Press, 1998, p.26  
764 CCW 再検討会議の詳細については、足立、前掲、第 4 章参照。  
765 参加した国は、カナダ、スイス、アイルランド、ベルギー、メキシコ、デンマーク、ノルウェー、オーストリア
の 8 カ国。また、この合同会合はその後も 4 回にわたって開催された。この点については、目加田、前掲、92－96
ページ、および目加田説子『地雷なき地球へ』岩波書店、1998 年、108－115 ページ。  
766 DFAIT, Canada in the World (Instruments for Building Security), 
http://www.dfait-maeci.gc.ca/foreign_policy/cnd-world/chap4-en.asp  
767 合同会合に参加していたロバート・ローソンの言。足立、前掲、115 ページ。  
768 この点については、Donaghy, ibid, p.43; George Maclean, “Instituting and Projecting Human Security: A 
Canadian Perspective,” Australian Journal of International Affairs, Vol. 54, No. 3, 2000, pp.274-275; Hampson 
et al. eds., ibid., pp.1-28; 塚田、前掲、66－67 ページ。ジョージ・マクリーン「カナダの外交政策と人間の安全保
障」佐藤誠・安藤次男編『人間の安全保障：世界危機への挑戦』東信堂、2004 年、220－226 ページ。吉田健正『カ
ナダはなぜイラク戦争に参戦しなかったのか』高文研、2005 年、第 4 章。足立、前掲、150－155 ページ。他に、
伝統的なカナダ外交を研究した文献として、櫻田大造『カナダ外交政策論の研究：トルドー期を中心に』彩流社、
1999 年。J.L.グラナティン・ジョン・セイウェル・吉田健正編（吉田健正訳）『カナダの外交：その理念と政策』御





揮することを決断したカナダ政府は、CCW 再検討会議が閉幕した 1996 年 5 月、ICBL と
共同で記者会見を行い、同年 10 月の「対人地雷国際戦略会議」（オタワ会議）の開催を発
表した。そして、このオタワ会議に始まるオタワ・プロセスを通じてカナダは、ICBL と
常に協力しながら769、アックスワージー外相による交渉期限（1 年 2 ヶ月）の一方的な宣
言と770、全面禁止に賛同する国のみによる交渉という「自己選択方式」を駆使して、条約
成立へ大胆な指導力を発揮していった771。 









そして NGO のグローバルな協力によって作られた草案」774をもとにして、1997 年 12 月
3 日、ついに全面禁止条約の締結へと至った。国家の安全保障に関わる対人地雷の生産、
使用、輸出を全面禁止し、さらに保有地雷は 4 年以内、埋設地雷は 10 年以内の破壊を例
外なく義務づけるという厳格な条約が、わずか約 1 年間の交渉によって775、100 を越える
国々によって結ばれたことは、極めて異例なことであった776。 
                                                  
769 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs to the International Strategy Conference Towards A Global Ban On Anti
－Personnel Mines,” Ottawa, October 3, 1996 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377023&Language=
E&docnumber=96/40  
770 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs at the Closing Session of the International Strategy Conference Towards 
A Global Ban On Anti－Personnel Mines,” Ottawa, October 5, 1996 
http://w01.international.gc.ca/minpub/Publication.aspx?isRedirect=True&publication_id=377025&Language=
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もちろん、この条約には、地雷を多数保有している中国、ロシア、アメリカといった
地雷大国が依然として署名していない（2007 年 6 月現在）という点で777、全面禁止へ向
けていまだ道半ばにあることはいうまでもない。しかしその一方で、1999 年の段階で約
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として、その後 1948 年の第 3 回国連総会では、最も非人道的な行為であるジェノサイド
を処罰する条約が採択された788。そして、同条約第 6 条では、国際刑事裁判所の設置が前
提として謳われ、それを受けて国連国際法委員会（ILC: International Law Commission）
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条約における ICBL と同様に、ICC の設立には、「国際刑事裁判所を求める NGO 連合
（CICC：NGO Coalition for an International Criminal Court）」が重要な役割を果たし
ていた794。 
CICC は、ILC の ICC 設立規程草案に関する国連総会の議論を注視していた NGO に
よって、1995 年に結成された国際的な NGO ネットワークである795。ICBL の活動に多く







えかけを行ないながら、CICC は ICC 設立への機運を盛り上げていった。 
また、ICBL の活動と同じく、CICC も、ICC 設立を推進する国々との密接な連携を
図っていった。なかでも、CICC が最も頼みとし、後に推進派諸国の中心となって大きな
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カの主張は孤立していった807。そして、ついに、ローマ会議最終日となる 1998 年 7 月 17
日の夜、ICC 設立を決めるローマ条約は、アックスワージーが「驚くべき圧倒的勝利」808
と称するほどの 120 カ国の賛成によって採択されたのである809。 
その後、2003 年 3 月に ICC は、ローマ会議で議長を務めたキルシュを初代所長とし
て正式に発足し810、2006 年 3 月には、戦争犯罪の容疑で ICC が逮捕状を発行していたコ
ンゴ民主共和国（DRC)の武装勢力指導者トマス・ルバンガ（Thomas Lubanga）容疑者を、
ICC による初の逮捕者として ICC に移送した811。この他にも、2007 年 6 月までの間に、
ICC 検察官には 4 つの事態が付託されており812、ICC は本格的にその役割を担い始めてい
る813。 
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http://laws.justice.gc.ca/en/C-45.9/ なお、この直後の 2000 年 7 月にカナダはローマ条約を批准した。この点につ
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ージーの主要な国際的業績として、オタワ条約と ICC の二つが大きく評価されたことが示




既述した 1996 年の国連総会でのスピーチや、1997 年の『インターナショナル・ジャ
ーナル（International Journal）』掲載論文でアックスワージーが繰り返し述べてきた、
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わけ 1999 年の国連総会では、コフィ・アナン（Kofi Annan）国連事務総長によっても強
く表明された831。そこで、アックスワージーらは、いよいよこの問題の本格的な検討に着
手する必要があると考え、国際委員会の設置構想を練り始めた832。アナンにも強く支持さ
れたこの構想は、カナダ政府の主導により、2000 年 9 月の国連ミレニアム・サミットに
おける、「介入と国家主権に関する国際委員会（ICISS: International Commission on 
Intervention and State Sovereignty）」の発足となって具現化した833。 
ICISS は、元オーストラリア外相のギャレス・エバンズ（Gareth Evans）と、国連事
務総長特別顧問のモハメド・サハヌーン（Mohamed Sahnoun）を共同議長とし、他に世
                                                  
826 DFAIT, Freedom from Fear: Canada’s Foreign Policy for Human Security, p.3 
827 ibid 
828 カナダ外務省ホームページ（Canada's Human Security Web Site）参照。  
http://www.humansecurity.gc.ca/menu-en.asp また、カナダは前掲文書『恐怖からの自由』について、2003 年に
若干の修正版を出版している。ほとんど変更箇所はないが、より簡明な記述となっている。この点については、
Fukushima, ibid., pp.20-21 
829; Maclean, ibid., pp.274-275 他に、Don Hubert and Michael Bonser, “Humanitarian Military Intervention,” in 
McRae et al. eds., ibid., pp.111-113; Bosold and Werthes, ibid., p.90 
830 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
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831 SG/SM/7136 GA/9596, “Secretary-General presents his annual report to General Assembly,” September 20,  
1999 http://www.un.org/News/Press/docs/1999/19990920.sgsm7136.html  
832 Axworthy, ibid., p.191 
833 ICISS については、同委員会ホームページ等を参照。http://www.iciss.ca/menu-en.asp  
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界各地の専門家 10 名からなる国際委員会である834。2000 年 9 月から約 1 年間、世界各地
で開催された 5 回の公式会合と 11 回の公聴会を経て、2001 年 12 月、ICISS は国連のア
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835 International Commission on Intervention and State Sovereignty, The Responsibility to Protect : Research, 
Bibliography, Background, Ottawa: International Development Research, 2001 なお最終報告書は、同ホームペ
ージで公開されている。http://www.iciss.ca/report2-en.asp また、同報告書の書評として、加藤普章「介入と国家
主権に関する国際委員会著『市民を保護する責任』」日本国際連合学会編『国連研究』第 4 号、2003 年 5 月。  
836 ibid., p.Ⅺ 
837 ibid., p.15 
838 ibid., pp.5-6 
839 ibid., p.7, p.13 
840 「総じて、アジア太平洋では、それがどんなに緩やかなものであったとしても、人道的介入を含む人間の安全保
障の多国間アプローチは、ほとんど支持されていないように思われる」Amitav Acharya, “Human Security: East 
Versus West,” International Journal, vol.56, issue3 (Summer 2001), p.459 この点については他に、上田秀明「今、
なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』2000 年 2 月号、70－71 ページ。ポール・エヴァンズ（和田賢
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界危機への挑戦』東信堂、2004 年、242－243 ページ。  
841 佐藤行雄「日本の国連外交と人間の安全保障：国連ミレニアム･サミットへの軌跡」『国際問題』第 530 号（2004
年 5 月）、10－11 ページ。  
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る議論でも取り上げられるようになった。2004 年 12 月、国連「ハイレベル委員会」の発
表した報告書『より安全な世界：我々の共有する責任（A More Secure World: Our Shared 
responsibility）』では、その第 3 章において、国際社会は安保理の承認の下、「保護する責
任」を有することが明記された842。また、それを受けて 2005 年 3 月に、事務総長のアナ
ンが発表した報告書『より大きな自由を求めて：全ての人々のための開発、安全保障、お
よび人権に向けて（In Larger Freedom: towards development, security and human 
rights for all）』でも、その第 4 章において、国際社会は大量虐殺に対して、「保護する責
任」に基づいて行動を起こさなければならないと言及している843。さらに、2005 年 9 月
に開催された国連首脳会合における成果文書においても、そのパラグラフ 138 から 140 に
わたって「保護する責任」が盛り込まれた844。そして、アックスワージーによれば、2006










                                                  
842 この点については、ICISS ホームページ（Responsibility to Protect and UN Reform）
http://www.iciss.ca/unreform-en.asp また、ハイレベル委員会の報告書については、Report of the High-level Panel 




課『国連安全保障理事会改革』2005 年 1 月  http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/pub/pamph/un_kaikaku.html  
843 事務総長報告書については、Report of the Secretary-General, In Larger Freedom: towards development, 
security and human rights for all, 2005 http://www.un.org/largerfreedom/index.html 他に、次も参照。日本外務
省ホームページ（「アナン国連事務総長報告の公表について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/17/dmc_0321.html  
844 正確には、「大量殺戮、戦争犯罪、民族浄化および人道に対する犯罪から人々を保護する責任（Responsibility to 
protect populations from genocide, war crimes, ethnic cleansing and crimes against humanity）」。国連首脳会合
成果文書については、2005 World Summit Outcome, http://www.un.org/summit2005/ 他に次も参照。外務省ホー
ムページ（「国連首脳会合成果文書」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/unsokai/050916_point.html  
845ロイド・アクスワージィ「アジアの平和と安全保障に関するカナダの展望」日本国際問題研究所主催フォーラム
（2006 年 9 月 6 日）http://www2.jiia.or.jp/report/kouenkai/060906_lloyd.html なお、国連決議第 1706 号
（S/RES/1706）については、以下を参照。http://www.un.org/News/Press/docs/2006/sc8821.doc.htm また、その
日本語訳については、http://www.issue.net/~sun/sc/2006/1706.html 他にこの点については、北岡伸一「巻頭言―  
国連改革と国際安全保障」『国際安全保障』第 34 巻 2 号（2006 年 9 月）、2－3 ページ。  
846 栗栖薫子「人間安全保障『規範』の形成とグローバル・ガヴァナンス」『国際政治』第 143 号（2005 年 11 月）、
85 ページ。 []は引用者注。なお、同文献で栗栖は、human security を「人間安全保障」と訳している。  
847 2000 年 10 月 17 日に、前産業省ジョン・マンリーと交代した。この点については、マクリーン、前掲「カナダ
の外交政策と人間の安全保障」、224 ページ。また、彼はその後も ICISS の諮問委員会議長を務めており、深く関わ
り続けていることに変わりはない。The Responsibility to Protect, p.Ⅸ , p.82 
848 Axworthy, “Human Security: An Opening for UN Reform,” p.255 










と国際開発援助庁（CIDA: Canadian International Development Agency）の共同管理に
よる平和構築基金は853、主に紛争解決への短期的な支援を担い、ODA 予算から年間 1000
万ドルが計上された。それに対して平和構築プログラムは、1997 年に平和構築基金から分










全保障プログラムは、人間の安全保障の推進を全面に掲げ、年間 1000 万ドル（5 年間で
5000 万ドル）の予算を有する「人間の安全保障プログラム」として大きく拡充されたので
ある855。 
2000 年から 2005 年まで 5 年間のプログラムとして設置された HSP は、カナダだけ
でなく海外の NGO や国際機関、地域機構や他国政府の実施する援助関連活動に対して行
                                                  
850 Department of Foreign Affairs and International Trade (Evaluation Division, Office of the Inspector 
General), Evaluation Report: Evaluation of The Peacebuilding and Human Security Program of The 
Department of Foreign Affairs and International Trade, June 2000, p.5 なお、以下の予算等に関する記述は、
同評価報告書に拠る。  
851 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 
Axworthy, Minister of Foreign Affairs at York University, ‘ Building Peace to Last: Establishing A Canadian 




全保障へ向けた新たな取り組み」『レファレンス』第 49 号、1999 年 9 月。  
853 CIDA は、カナダの開発援助における主要な機関であり。ODA の約 8 割が CIDA の下に置かれている。CIDA
については、たとえば、国際協力銀行開発金融研究所『対外政策としての開発援助』2004 年 7 月。高柳彰夫『カナ
ダの NGO』明石書店、2001 年、特に第 3 章。吉田、前掲『「人間の安全保障」戦略』、138―140 ページなど。  
854 DFAIT, Evaluation Report, p.46 
855 以下、HSP に関するデータ等については、カナダ外務省の発行する次の資料に拠る。Department of Foreign 
Affairs and International Trade (Evaluation Division, Office of the Inspector General), Final Report: 
Summative Evaluation of the Human Security Program, November 2004; Final Report: Evaluation of the 














このように多分野にわたって 5 年間実施されてきた HSP の実績について、以下では
カナダ外務省の評価報告書に基づいて概観していく。 
 
表 27 HSP 承認案件の年度別件数および予算額（100 万 US$） 
事業年度 件数 予算額 
2000/01 80 9.23 
2001/02 128 9.79 
2002/03 124 10.11 
2003/04 236 10.42 
2004/05 193 4.63 
計 761 44.18 
    出典：DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of the Human Security Program を基に筆者作成  
 
                                                  
856 DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of the Human Security Program, p.24 
857 ibid., p.16 
858 ibid., p.36 
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ここに示した図表 27 は、HSP の承認案件の件数と予算額を年度別にまとめたもので
ある。これによれば、HSP はこれまで 761 件の事業に支援を行い、その予算額は累計で
4418 万ドルにおよぶことがわかる。なお、HSP の評価報告書がまとめられたのは、2004/05
年度の途中であり、この年に関してはまだ完全なデータは公開されていないが859、5 年間
にわたる HSP の総予算の上限が 5000 万ドルであることをふまえると、おそらく HSP の








                                                  
859 2007 年 6 月現在。  














































説明責任の分野が 34％と最多を占め、次いで紛争予防分野が 25%と続き、両者で約 6 割
を占めていることがわかる。一方予算配分については（図 29）、統治と説明責任、紛争予


















































は、2000 年にカナダで開催された「戦争被災児に関する国際会議」の事業費が 250 万ド
ルに達したためである861。 
これら 5 年間の実績を踏まえると、HSP の主な特徴としては、統治と説明責任、紛争
予防分野を重視すると同時に、特定の地域を対象としない多国間での取り組みと、アフリ
カ、ラテンアメリカ地域に焦点を当てた支援であるということができる。ただし、このよ
うな特徴をカナダの ODA 全体から見てみると、対象分野に関しては、HSP は確かに統治
と説明責任、紛争予防といった独自の分類に基づいて支援を行なっている。しかし、その
内容は、カナダの ODA においても常に約 4 割を占める、教育や健康といった社会福祉分
野に関する支援である862。また、対象地域について、HSP は多国間での取り組みに比較的
重点を置いた援助といえるが、それ以外のアフリカやラテンアメリカを重視する姿勢は、
ODA 全体においても見られる特徴である863。したがって、HSP はカナダの ODA におい
て、人間の安全保障に基づく特別な支援であるというよりは、基本的にはカナダ全体の援
助方針に則ったプログラムの一つであるといえる864。 
                                                  
861 DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of the Human Security Program, pp.30-31 
862 この点については、Canadian International Development Agency (Statistical Analysis Section, Information 
Management and Corporate Reporting, Information Architecture and Products, Information Management and 
Technology Branch), Statistical Report on Official Development Assistance-Fiscal Year 2003-2004, March 2005, 
p.48 なお、各年度版の報告書も参照。  
863 ibid., pp.42-45 


















このような HSP は、2005 年をもって、2000 年から始まった 5 年間のプログラムに






10 月に外相の職を離れて以来、今日に至るまで 3 人の政治家が外相を務めてきたが、その
中には、アックスワージーのように人間の安全保障に関する強いイニシアティブを発揮し
た人物はいなかった866。そのため、HSP 以降、カナダ外務省から人間の安全保障に関する








                                                  
865 2007 年 6 月現在、HSP は 2007/08 年度の申込みも受け付けているが、今回もまた 5 年間のプログラムになるか
どうかは明記されていない。カナダ外務省ホームページ（Human Security Program）
http://geo.international.gc.ca/cip-pic/library/humansecurityprogram-en.aspx  
866 アックスワージーが離職した後の外相は、ジョン・マンリー（John Manley）、ビル・グレアム（Bill Graham）、
ピータ ・ーマッケイ（Peter MacKay）と続いている。アックスワージー後の展開については、Donaghy, ibid, pp.52-53; 
Norman Hillmer and Adam Chapnick, “The Axworthy Revolution,” The Axworthy Legacy : Canada among 
Nations 2001, Oxford: Oxford Univ Press, 2001, p.84; マクリーン、前掲「カナダの外交政策と人間の安全保障」、
222－224 ページ。塚田、前掲「カナダ外交における『人間の安全保障』」、67－68 ページ。  
867 ただ、あえてあげるとすれば、2002/03 年度から HSP によって行なわれている、『人間の安全保障報告書（Human 





るような成果を上げるまでには至っていない。この点については、DFAIT, Final Report: Summative Evaluation of 
the Human Security Program, p.77 また、『人間の安全保障報告書』については、Human Security Centre, Human 
Security Report 2005: War and Peace in the 21st Century, Oxford: Oxford University Press, 2005; David Roberts, 
“ Review Essay: Human Security or Human Insecurity? Moving the Debate Forward,” Security Dialogue, vol.37, 
no.2(June 2006); Human Security Centre のホームページ参照  
http://www.humansecuritycentre.org/index.php?option=com_frontpage&Itemid=1  CCHS については、同協会ホ
ームページ参照  http://www.humansecurity.info/  
868 正式名称は、Canada’s International Policy Statement: A Role of Pride and Influence in the World（カナダ国




研究所報』第 27 号（2005 年 11 月）。塚田洋「カナダ：国際政策綱領―カナダ外交の復活を目指して」国立国会図
書館『外国の立法』第 226 号（2005 年 11 月）。福島安紀子「日加安全保障協力の新たな水平線」総合研究開発機構
『NIRA 政策研究』第 18 巻 8 号（2005 年 8 月）。  








表 32 カナダおよび日本外交における人間の安全保障政策の比較 
具体的政策   主導的人物 重視する側面 
規範の形成 規範の実行 






















ワージーは翌 1997 年 4 月に来日した際の演説で、カナダと日本の協力課題の一つとして
                                                  
870 この点についてはたとえば、Donaghy, ibid,; Steve Lee, “The Axworthy Years: Humanist Activism and Public 
Diplomacy,” Canadian Foreign Policy, Vol.8, No.1(Fall 2000); Hillmer and Chapnick, ibid.  
871 たとえばマクリーンは、「カナダの外交政策史上、アックスワージーは最も傑出した外相の一人であった」と述
べている。George Maclean, “Building on a Legacy or Bucking Tradition? Evaluating Canada's Human Security 
Initiative in an Era of Globalization,” Canadian Foreign Policy, Vol.9, No.3(Spring 2002), p.76 
872 この点については文献多数。たとえば以下を参照。上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォ
ーラム』都市出版、2000 年 2 月、68 ページ。佐藤誠「日本における人間安全保障をめぐる政策と議論」『立命館国
際研究』第 18 巻 3 号（2006 年 3 月）、210 ページ。星野俊也「人間の安全保障と日本の国際政策」『国際安全保障』
第 30 巻 3 号（2002 年 12 月）、17 ページ。  


























                                                  
874 Department of Foreign Affairs and International Trade, “Notes For An Address by the Honourable Lloyd 




875 オタワ条約署名会議における署名の際の小渕外務大臣演説 (1997 年 12 月 3 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/09/eo_1203.html  
876 2006 年 6 月 29 日に行なわれた、スティーブン・ハーパー（Stephen Harper）首相と小泉総理との日加首脳会
談でも、人間の安全保障に関する発言は小泉からなされただけである。外務省ホームページ（「日本・カナダ首脳会
談の概要」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/cnd_usa_06/jc_gai.html  
877 DFAIT, Freedom from Fear: Canada’s Foreign Policy for Human Security 
878 カナダ外務省ホームページ（Canada and Peace Support Operations）参照。
http://www.international.gc.ca/peacekeeping/menu-en.asp  他に、塚田、前掲、66 ページ。  
879 この点については文献多数。たとえば、「国際会議『グローバル化世界における人間の安全保障』における高須
国際社会協力部長スピーチ (2000 年 5 月 8 日 )」  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/takasu.html   
880 ODA ホームページ（「国際協力 50 周年」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/50.html 他に、佐
藤誠「人間の安全保障概念の検討」前掲『人間の安全保障：世界危機への挑戦』、9 ページ。  
881 たとえば、Kyle Grayson, “Branding 'Transformation' in Canadian Foreign Policy: Human Security,” 
Canadian Foreign Policy, Vol.11, No.2(Winter 2004), p.46 
882 「人間の安全保障ネットワーク」とは、1999 年にカナダとノルウェーのイニシアティブにより設立された、人



























ホームページ（駒野・人間の安全保障担当大使の人間の安全保障ネットワーク閣僚会議参加についてー2005 年 5 月
16 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_0516b.html および同ネットワークホームページ参照  
http://www.humansecuritynetwork.org/menu-e.php  
883 この点についてはたとえば、伊勢崎賢治「平和構築における直接的処方箋―DDR」内海成治編『アフガニスタン
戦後復興支援―日本人の新しい国際協力』昭和堂、2004 年、154－155 ページ。  




ようとする意思が表明された。「2005 年平和及び安全保障に関する協力のための日加計画」（2005 年 1 月 19 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_05/canada_ksei.html この点については、福島、前掲、48－49 ペー
ジ。  





号（2005 年 11 月）。  
886 吉田が行なったアックスワージーへのインタビューに拠る。吉田文彦、前掲『「人間の安全保障」戦略』、139―
151 ページ。同様の見解は、以下にも見られる。Axworthy, Navigating a New World, p.403 
887 塚田、前掲「カナダ外交における『人間の安全保障』」、61 ページ。  
888 CHS の詳細については、本論第 2 章を参照されたい。  






























                                                  
890 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
891 この点については、栗栖、前掲「人間安全保障『規範』の形成とグローバル・ガヴァナンス」、81 ページ。納家
政嗣『国際紛争と予防外交』有斐閣、2003 年、92 ページ。川田侃・大畠英樹編『国際政治経済辞典（改訂版）』東
京書籍、2003 年、110－111 ページ（「干渉」の項）。  
892 納家政嗣『国際紛争と予防外交』有斐閣、2003 年、92 ページ。  
893 MDGs については、本論第 1 章第 2 節参照。他に、稲田十一「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義
と限界」『国際問題』第 530 号（2004 年 3 月）、35 ページ。また、国連のコフィー・アナン（Kofi Annan）事務総
長は、「日本の技術力と『人間の安全保障』への重視なくして、世界がミレニアム開発目標を達成することはないで
しょう」と述べている。外務省ホームページ（「国連事務総長国会演説 2004 年 2 月 24 日」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_04/anna_enzetsu.html  
894 大野泉『世界銀行 開発援助戦略の変革』NTT 出版、2000 年、215 ページ。稲田十一「国際開発援助レジーム
ー主要ドナーの共同運営体制と地域的枠組み」日本国際問題研究所『地域主義の動向と今後の日本外交の対応』、2004
































第 2 節 日本外交における「人間の安全保障」導入の成果と課題 
これまで本論では、いかにして「人間の安全保障」が日本外交に取り入れられ、それ
                                                                                                                                                            
年、72 ページ。佐藤秀雄『新 ODA の世界』青山社、2006 年、69 ページなど。  
895 西垣昭他編『開発援助の経済学』（第 3 版）有斐閣、2003 年、100 ページ。  
896 上田秀明「今、なぜ『人間の安全保障』なのか」『外交フォーラム』都市出版、2000 年 2 月号、69 ページ（筆
者の上田は執筆当時、外務省国際社会協力部長）。実際、日本が「人間の安全保障」を国連で主張し始めた当初、そ
れが具体的に何を意味しているかに関して、途上国は警戒していた。この点については、佐藤行雄「日本の国連外









時期としては、本論第 3 章第 2 節の分類に則り、日本の人間の安全保障外交にとって形成




表 33 国家予算（一般会計）における外務省および ODA 予算の推移 
        単位（億円） 
  1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
  国家予算 818,601 849,871 826,524 812,300 817,891 821,109 821,829 
  外務省予算 9,619 9,337 9,333 8,852 9,920 9,980 9,108 
  国家予算に占める割合 1.18% 1.10% 1.13% 1.09% 1.21% 1.22% 1.11% 
  ODA 予算 10,489 10,466 10,152 9,106 8,578 8,169 7,862 
  国家予算に占める割合 1.28% 1.23% 1.23% 1.12% 1.05% 0.99% 0.96% 





                                                  
897 ここでの議論の枠組みは、次を参考にした。稲田十一「発展途上国と日本」渡辺昭夫編『戦後日本の対外政策』
有斐閣、1985 年。辻一人「日本の ODA の仕組みと実施体制」西垣昭他編『開発援助の経済学』（第 3 版）有斐閣、
2003 年。  














































    
 




 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 
地域 
配分 配分 配分 配分 配分 配分 配分 
6,630.58 5,283.82 4,220.48 4,085.56 3,226.09 2,544.56 3,841.09 
ア ジ ア 
71.5% 65.7% 66.8% 71.9% 65.8% 54.0% 41.3% 
994.63 968.98 851.33 583.75 529.98 646.97 1,137.34 
ア フ リ カ 
10.7% 12.0% 13.5% 10.3% 10.8% 13.7% 12.2% 
544.15 727.46 287.19 208.81 416.48 1,030.87 3,479.22 
中東 
5.9% 9.0% 4.5% 3.7% 8.5% 21.9% 37.5% 
814.21 799.56 738.21 592.41 463.87 309.30 415.02 
中 南 米 
8.8% 9.9% 11.7% 10.4% 9.5% 6.6% 4.5% 
138.23 151.06 101.50 93.47 52.14 42.15 96.97 
大 洋 州 
1.5% 1.9% 1.6% 1.6% 1.1% 0.9% 1.0% 
151.12 117.57 116.10 119.55 215.47 140.69 320.61 
欧 州 
1.6% 1.5% 1.8% 2.1% 4.4% 3.0% 3.5% 
計 9,272.93  8,048.46  6,314.82  5,683.54  4,904.04  4,714.53  9,290.24  
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899 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
900 たとえば、2005 年度のアフガニスタンに対する援助実績は、144.69 億円であり、2001 年から 2005 年までの累
計では、978.66 億円にのぼる。ODA ホームページ（「国別データブック アフガニスタン」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/kuni/06_databook/pdfs/04-01.pdf  
901 第 3 回アフリカ開発会議における小泉総理大臣基調演説 (2003 年 9 月 29 日 ) 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/15/ekoi_0929.html  





表 35 各 ODA 形態別予算と人間の安全保障関連予算の推移 
        単位（億円） 
    1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
  無償資金協力 2,251 2,293 2,267 2,213 1,787 1,717 1,765 
 GGP 70 85 100 95 115 129 142 
 (無償資金協力に占める割合) 3.11% 3.71% 4.41% 4.29% 6.43% 7.52% 8.04% 
 JICA 1,612 1,506 1,479 1,150 929 935 934 
  (無償資金協力に占める割合) 71.61% 65.69% 65.23% 51.96% 51.98% 54.47% 52.91% 
  技術協力 3,546 3,555 3,516 3,345 3,228 3,118 3,087 
  JICA 1,550 1,562 1,657 1,585 1,493 1,462 1,457 
 （技術協力に占める割合） 43.71% 43.93% 47.13% 47.38% 46.25% 46.88% 47.19% 
  国際機関への拠出 1322 1337 1322 1180 1099 1023 945 
  TFHS903 71 40 77 40 30 30 27 
 （国際機関への拠出に占める割合） 5.37% 2.99% 5.82% 3.39% 2.73% 2.93% 2.86% 





                                                  























表 36 ODA 予算全体に占める人間の安全保障関連予算配分の推移 
 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
TFHS 0.68% 0.38% 0.76% 0.44% 0.35% 0.37% 0.34% 
GGP 0.67% 0.81% 0.99% 1.04% 1.34% 1.58% 1.81% 
JICA 30.15% 29.31% 30.89% 30.04% 28.24% 29.34% 30.41% 
計 30.81% 30.13% 31.88% 31.08% 29.58% 30.92% 32.22% 








































TFHS については、基金という性格上、その予算額は GGP や JICA の場合とは異な
り、それまでに積み上げた資金の支出具合によって変動するため、そこから一定の政策的
意思を見て取ることは必ずしも適切とはいえない。しかし、それを踏まえたうえで、ほぼ
同じ 70 数億円が拠出された 1999 年と 2001 年、同様に 2000 年と 2002 年（40 億円）、2003





のが、図表の 36 である。TFHS、GGP、JICA の中では、JICA が最も多くの割合を占め
ているが、TFHS と GGP についても、それぞれ個別の推移は先の図表 35 で示したのとほ
ぼ同じ傾向を示しており、小規模ながらも着実に重視されるようになってきている。そし
て、これら三つの合計からは、日本の ODA 全体において、人間の安全保障を明示的に用












                                                  
905 政府開発援助に関する中期政策（2005 年 2 月 4 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/chuuki/pdfs/seisaku_050204.pdf  
906 たとえば、『ODA 白書』（2006 年版）、182－193 ページ。感染症対策無償の予算は、2003 年から 2005 年まで、
110 億円、115 億円、115 億円を計上している。水資源・環境無償は、同様に 230 億円、235 億円、235 億円となっ
ている。ODA 予算が削減される中にあって、これらの無償資金援助は減額されていない。この点については、佐川
宣寿「政府開発援助 (ODA)予算について」『ファイナンス』第 471 号（2005 年 2 月）、109 ページ。宮崎成人「政府
開発援助（ODA）予算について」『ファイナンス』第 483 号（2006 年 2 月）、107 ページ。  




































印刷局、1980 年、38－41 ページ。  
910 稲田十一「開発・復興における『人間の安全保障』論の意義と限界」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月、31
－32 ページ。  
911 旧 ODA 大綱（1992 年 6 月 30 日）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou/sei_1_1.html 
912『平成 15 年度外務省政策評価書』、299 ページ。  
913 川口順子「変化する安全保障環境と日本外交」『論座』、2003 年 3 月号、189 ページ。  
914 前掲、旧 ODA 大綱。  
915 政府開発援助大綱（2003 年 8 月 29 日）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/taikou.html 
916 ボリビアに対する支援の総額は、2004 年までの累計で 3250 億円にのぼり、これは中南米地域に対する日本の援







果、2005 年 5 月、カルロス・メサ・ヒスベルト（Carlos D. Mesa Gisbert）大統領は、人
間の安全保障を中心理念の一つとして位置付けた新しい国家経済社会開発総合計画「ボリ







た。しかし、2006 年 6 月に、ファン・エボ・モラレス・アイマ（Juan Evo Morales Aima）
大統領が発表した国家開発計画「豊かに生活するための尊厳と主権のある生産的なボリビ
ア（Bolivia Digna, Soberana, Productivay Democrática para Vivir Bien）」においても、






                                                  
917 このワークショップの基になっているのが、次の報告書である。国際協力機構『ボリビア：人間の安全保障と生
産力向上をめざして』2004 年。  
918 牧野耕司「人間の安全保障と援助」秋山孝允・笹岡雄一編著『日本の開発援助の新しい展望を求めて』国際開発
高等教育機構（FACID）国際開発研究センター、2006 年 3 月、221 ページ。以下の記述は、同論文を参考にした。 
919 ボリビア政府ホームページ（Plan Bolivia Productiva y Solidaria）  
http://www.presidencia.gov.bo/prensa/marc_vpr.asp?id=2005051712  また、ボリビアの国家開発計画については、
ODA ホームページ（「国別データブック (ボリビア )」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/kuni/05_databook/pdfs/06-30.pdf なお、このような取り組






ア共同新聞発表 2005 年 3 月 16 日」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/bolivia/hapyo_050316.html 国際協力機
構『monthly JICA』国際開発ジャーナル社、2006 年 1 月号、42 ページ。
http://www.jica.go.jp/jicapark/monthly/0601/pdf/07.pdf 
920 牧野、同上。絵所秀紀・園山英毅「問題の背景」国際協力機構『貧困削減と人間の安全保障』2005 年、9 ペー
ジ。JICA ホームページ（「人間の安全保障 事例紹介」）http://www.jica.go.jp/infosite/security/03.html 
921 ボリビア政府ホームページ（Bolivia Digna, Soberana, Productivay Democrática para Vivir Bien）  
http://www.bolivia.gov.bo/plan.htm この開発計画の第 3 章「尊厳あるボリビア」の中の「公共の安全」と題する箇
所で、「人々の生活の質を高めることによって、人間の安全保障と人間の尊厳の実現を図る」と言及されている。  
922 安倍総理大臣および麻生外務大臣のモラレス・ボリビア大統領との会談（2007 年 3 月 6 日）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_abe/bolivia_07/gaiyo.html  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/g_aso/bolivia_07/gaiyo.html 他に次も参照。エボ・モラレス（解説：小倉英
敬）「ボリビアはいかなる改革を進めているか」『世界』第 767 号（2007 年 6 月）、203－213 ページ。「朝日新聞」、





年から「国別援助計画」が策定されている923。そして、2003 年 3 月以降は、この援助計
画をまとめるにあたって、新たに設置されるようになった「現地 ODA タスクフォース」（以
下、現地 TF）が主導的な役割を果たすこととされている924。この現地 TF とは、「日本大
使館、JICA、JBIC の現地事務所を主要メンバーに、日本の援助政策の立案や実施体制、
さらには、他ドナーなど関連機関との連携を強化する目的」で立ち上げられた組織である

















                                                  
923 ODA ホームページ（「国別援助計画」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kunibetsu/enjyo/index.html#1 
924 前掲、政府開発援助に関する中期政策  
925 ODA ホームページ（「現地 ODA タスクフォース」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kunibetsu/taskforce.html  2006 年 9 月現在、72 カ国に設置されている。 
926 前掲、ODA ホームページ（「国別援助計画」）。  
927 ODA ホームページ（「現地 ODA タスクフォースとは」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kunibetsu/taskforce/genchi_ta.html#1  
928 前掲、ODA ホームページ（「国別援助計画」）。なお、その 11 カ国とは、インドネシア、ウズベキスタン、エチ
オピア、ガーナ、カザフスタン、タイ、パキスタン、バングラデシュ、ベトナム、モンゴル、ラオスである。なお、
ボリビアの援助計画は現在策定中である。  
929 石川薫「グローバル・ルールをつくる国連」『外交フォーラム』2003 年 12 月号、38 ページ。  
930 佐藤行雄「日本の国連外交と人間の安全保障」『国際問題』第 530 号、2004 年 3 月、9 ページ。  
931 石川薫「グローバル化と人間の安全保障」東海大学平和戦略国際研究所『Human Security』第 7 号（2002/2003
年）、142－143 ページ。  
932 国際開発高等教育機構ホームページ（「第一回現地 ODA TF 遠隔セミナー（ボリビア第一回）議事録」）参照。  
933 同上。  
934 小和田恆・山影進『国際関係論』放送大学出版会、2002 年、134－136 ペ－ジ。また、小和田恆はこの点について、
「構造的な変動として、現在の秩序は着実に、主権国家中心から人間中心のシステムへの転換期に入っている。ただし、
それは何百年というスパンを要する話である」と述べている。日本国際問題研究所創立 40 周年記念シンポジウム（1999
































衝突することになる。」へドリー・ブル（臼杵英一訳）『国際社会論』岩波書店、2000 年、111 ページ。 
935 佐藤行雄、前掲「日本の国連外交と人間の安全保障」、3 ページ。国連ミレニアム・サミットに向けた日本の人
間の安全保障外交については、本論第 2 章第 1 節参照。  
936 外務省ホームページ（「国連事務総長国会演説 2004 年 2 月 24 日」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_04/anna_enzetsu.html 
937 「日本経済新聞」、2006 年 6 月 15 日（夕刊）。  
938 外務省ホームページ（「アントニオ・グテーレス国連難民高等弁務官（UNHCR）の訪日」）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_06/unhcr_g.html 
939 2005 年 2 月に外務省が全国で行なった「地球規模問題に関する意識調査」によれば、85.4％の国民が、「人間の
安全保障」に基づく外交政策を「推進すべきである」と答えている。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/i_chosa.html   
940 防衛省ホームページ（「平成 13 年度『安全保障に関する懸賞論文』表彰式」）  
http://www.jda.go.jp/j/info/ronbun/13/index.html  




現 ODA 大綱と極めて近似した基本認識を示している。「平成 17 年度以降に係る防衛計画の大綱」（2004 年 12 月 10
日）http://www.jda.go.jp/j/defense/policy/17taikou/taikou.htm 同様の見解として、福島安紀子「日加安全保障協























                                                  
942 文部科学省ホームページ（「国際教育協力懇談会」）  
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kokusai/003/index.htm 厚生労働省ホームページ（「厚生労働省関係
審議会議事録等」）  http://www.mhlw.go.jp/shingi/other.html#kokusai しかし、経済産業省のホームページにおい
ては、防衛省と同様に一切見られない。経済産業省ホームページ  http://www.meti.go.jp/ 
943 平成 17 年度財務省委嘱研究会（第 7 回会合「人間の安全保障」）『MDBs 研究会報告書』財団法人国際金融情報
センター、2006 年 3 月、115－133 ページ。  
944 たとえば、佐川宣寿「政府開発援助 (ODA)予算について」『ファイナンス』第 471 号（2005 年 2 月）、108－109
ページ。  
945 『「安全保障と防衛力に関する懇談会」報告書』、2004 年 10 月、10 ページ。  
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ampobouei/dai13/13siryou.pdf なお、「人間の安全保障」には言及されていない
が、地球環境問題に対する関心の高まりを受けて、環境省は「気候安全保障（Climate Security）」に関する報告書
を発表した。気候変動に関する国際戦略専門委員会『気候安全保障（Climate Security）に関する報告』、2007 年 6
月 5 日。環境省ホームページ http://www.env.go.jp/earth/report/h19-01/index.html  
946 2005 年 2 月に外務省が全国で行なった「地球規模問題に関する意識調査」によれば、85.4％の国民が、「人間の
安全保障」に基づく外交政策を「推進すべきである」と答えている。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/i_chosa.html 
947 東京大学大学院総合文化研究科「『人間の安全保障』プログラム」ホームページ  
http://human-security.c.u-tokyo.ac.jp/program.htm  
948 東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所「地域研究による『人間の安全保障学』の構築プロジェクト」
ホームページ  http://www.aa.tufs.ac.jp/humsecr/index.html 
949 中部大学「人間安全保障研究センター」ホームページ  http://hsec.isc.chubu.ac.jp/mokuteki.html 
950 同志社大学「ヒューマン・セキュリティ研究センター」ホームページ  
http://www1.doshisha.ac.jp/~rc-human/  
951 東海大学平和戦略国際研究所ホームページ http://www.tokai.ac.jp/spirit/archives/human/index.html  
952 日本平和学会『平和研究（特集：「人間の安全保障」論の再検討）』第 27 号（2002 年 11 月）。国際安全保障学会
『国際安全保障（特集：「人間の安全保障」）』第 30 巻第 3 号（2002 年 12 月）。他に、土木学会『土木学会誌（特集：
土木と国際貢献―人間の安全保障）』第 90 巻第 12 号（2005 年 12 月）。財団法人霞山会『東亜（特集：アジアにお

































                                                  
954 ODA ホームページ（「国際協力 50 周年」）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kouhou/50.html   
955 国連開発計画（UNDP）『人間開発報告書 1994』国際協力出版会、1995 年、30 ページ 
956 人間の安全保障委員会『安全保障の今日的課題』朝日新聞社、2003 年、47 ページ。  
957 「人間の安全保障ネットワーク」とは、1999 年にカナダとノルウェーのイニシアティブにより設立された、人





同ネットワークホームページ参照  http://www.humansecuritynetwork.org/menu-e.php  
958 外務省ホームページ（「駒野・人間の安全保障担当大使の人間の安全保障ネットワーク閣僚会議参加について」）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/17/rls_0516b.html 他に、この点については、南博「人間の安全保障
と日本外交」「人間の安全保障と日本外交」『国際問題』第 530 号（2004 年 5 月）、50－51 ページ。  

























これまで日本は ODA の枠組みにおいて、TFHS、GGP、JICA という三つの形態を用いて、
人間の安全保障の実現に努めてきた。これらはそれぞれの特徴をもって実施され、日本の
人間の安全保障外交を実践面から支えてきたが、これまでの取り組みからは、次のような
                                                  
960 外務省ホームページ（「アフガニスタンにおける元兵士の武装解除・動員解除・社会復帰（DDR）計画における
武装解除完了について」）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/17/dmc_0707.html 『ODA 白書』2002 年度  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/kuni/02_databook/ckt/ckt_04.html  
961 この点についてはたとえば、伊勢崎賢治「平和構築における直接的処方箋」前掲『アフガニスタン戦後復興支援日
本人の新しい国際協力』、155 ページなど。  
962 稲田十一『紛争と復興支援』有斐閣、2004 年、224 ページ  
963 この点については、文献多数。外務省ホームページ（日本の対東ティモール支援）  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/easttimor/j_shien.html 外務省『平和の定着に向けた日本の取り組み』2005 年
3 月、5 ページ。他に、伊勢崎賢治『武装解除』講談社、2004 年、第 1 章。長谷川祐弘「国連平和構築支援の新た
な課題と改善策―東ティモールからの教訓を基にして」日本国際連合学会編『国連研究』第 8 号（2007 年 5 月）。
同「紛争後の人間安全保障に資する国連平和構築活動の役割」日本国際連合学会編『国連研究』第 6 号（2005 年 5
月）。星野俊也「東チモール危機と日本」木村汎編『国際危機学』世界思想社、2002 年。山田哲也「人道的介入論
と東ティモール」『国際問題』第 493 号、2001 年 4 月など。  
964 『ODA 白書』2001 年および 2002 年版、第 2 章第 3 節。外務省『国際平和に向けた日本の協力』、2004 年 3 月、
12 ページ。  
965 それ以外の重点課題は、貧困削減、持続的成長、地球的規模の問題への取組である。黒澤啓・川村真理「日本の
援助外交と人間の安全保障―平和構築の視点から」前掲『人間の安全保障―世界危機への挑戦』東信堂、2004 年、
163 ページ。杉下恒夫「リスクを恐れてはならない」『国際協力プラザ』第 120 号（2004 年 8 月）。  
966 たとえば、2002 年から 2004 年まで、その割合は 9％、12％、19％と着実に拡大している。『ODA 白書』2006























へ、GGP や JICA を担当してきた無償資金協力課と技術協力課が経済協力局から分離して
統合され、二国間と多国間の経済協力を効果的に実施する体制が整備された971。さらに、







                                                  
967 前掲『安全保障の今日的課題』、266 ページ。  
968 平成 17 年度外務省第三者評価『「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査報告書』2006 年 3
月、112 ページ。  
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第 2 章第 2 節では、人間の安全保障委員会（CHS）による最終報告書『安全保障の今
日的課題』を中心に、CHS による人間の安全保障概念を取り上げた。はじめに、日本がそ
の設置を提案し、国際社会に人間の安全保障概念についての共通理解を作り出すことを目
































提示した。その上で第 1 節では TFHS を取り上げ、その概要を論じた。1999 年に設置さ
れた TFHS では、2005 年までの 7 年間で、件数にすると 140 件以上、金額にすると累計







次に第 4 章第 2 節では、GGP について分析した。2003 年の GGP 設置から 2005 年ま
での 3 年間の実績としては、件数にすると 4363 件、金額にすると累計約 387 億円の事業






第 4 章第 3 節では、JICA の取り組みに焦点を当てた。JICA 事業の実績は、技術協力
については、1974 年の設立以来 2005 年までの累計で、約 3 兆 2291 億円にのぼり、JICA
が実施促進業務を担当した無償資金協力については、1978 年から 2005 年までの累計で、
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